
決算特別委員会会議記録 

 

決算特別委員長  大友 栄二    

 

１ 日 時 

   令和６年１０月４日（金）  午前１０時００分から 

                 午後 ３時１５分まで 

 

２ 場 所 

   本会議場 

 

３ 出席した委員の氏名 

   大友栄二、小川克己、御手洗吉生、桝田貢、中野哲朗、宮成公一郎、清田哲也、 

   阿部長夫、太田正美、古手川正治、御手洗朋宏、成迫健児、木田昇、原田孝司、 

   玉田輝義、𠮷村哲彦、堤栄三、末宗秀雄、三浦由紀 

 

４ 欠席した委員の氏名 

志村学、井上明夫 

 

５ 出席した委員外議員の氏名 

   穴見憲昭、福崎智幸、猿渡久子 

    

 

６ 出席した執行部関係者の職・氏名 

   福祉保健部長 工藤哲史、企画振興部長 若林拓、警察本部長 種田英明  

   ほか関係者 

 

７ 会議に付した事件の件名 

   別紙次第のとおり 

 

８ 会議の概要及び結果 

第９５号議案令和５年度大分県一般会計歳入歳出決算の認定について、第９７号議案

令和５年度大分県国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認定について及び第９８号

議案令和５年度大分県母子父子寡婦福祉資金特別会計歳入歳出決算の認定について審査

を行った。 

 

９ その他必要な事項 

   な し 

 

 

 

 



１０ 担当書記 

議事課委員会班 主査       飛鷹真典 

   議事課委員会班 課長補佐（総括） 秋本昇二郎 

議事課委員会班 主査       利根妙子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



決算特別委員会次第  

 
日時：令和６年１０月４日（金）１０：００～ 

場所：本会議場 

 

 

１ 開 会 

 

 

２ 部局別決算審査 

  （１）福祉保健部 

      ①決算説明 

   ②質疑・応答 

   ③内部協議 

  （２）企画振興部 

      ①決算説明 

   ②質疑・応答 

   ③内部協議 

（３）警察本部 

      ①決算説明 

   ②質疑・応答 

   ③内部協議 

 

 

３ その他 

 

 

４ 閉 会 
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別 紙 

会議の概要及び結果 

小川副委員長 ただいまから、本日の委員会を

開きます。 

 この際付託された議案を一括議題とし、これ

より審査に入ります。 

 本日は福祉保健部、企画振興部及び警察本部

の部局別審査を行います。 

これより福祉保健部関係の審査を行います。 

執行部の説明は、要請した時間の範囲内とな

るよう要点を簡潔かつ明瞭にお願いします。 

それでは、福祉保健部長及び関係課室長の説

明を求めます。 

工藤福祉保健部長 おはようございます。連日

御苦労様です。福祉保健部、午前中２時間で終

わるか分かりませんが、御審査のほどよろしく

お願いします。 

それでは、令和５年度決算特別委員会審査報

告書に対する措置状況について、御説明します。

福祉保健部関係の指摘事項は３件で、収入未済

２件と、医療、保育、介護人材の確保について

です。 

資料番号１３、令和５年度決算特別委員会審

査報告書に対する措置状況報告書の５ページを

御覧ください。まず、児童措置費負担金の収入

未済についてです。 

これは例年のものですが、県が児童福祉施設

等へ児童を入所措置した場合、措置費の全部又

は一部を扶養義務者等の負担能力に応じて負担

金として徴収しています。 

令和５年度末の収入未済額は約８，６９５万

円と、前年度に比べ約７４６万円の増となって

おり、徴収率については１．２ポイントの減と

なっています。主な要因としては３点ほどあり

ますが、まず保護者の失業、あるいは疾病等に

よる収入減や物価高騰などによる生活困窮です。

二つ目は納入意識の乏しい保護者が多く見られ

ること、三つ目は保護者の行方不明などとなっ

ています。このため児童相談所では、措置開始

のタイミングで保護者への納付指導を徹底する

など、新たな滞納の発生防止に努めてきました。

また、市の福祉事務所等と保護者の家庭状況を

共有するなどの連携強化に取り組むとともに、

年２回の徴収強化月間では、文書や電話・家庭

訪問による催告等を集中的に行い、徴収強化を

図ったところです。 

なお令和３年度からは、保護者の状況が最も

詳細に把握できるであろう児童相談所が滞納整

理を行うよう業務の見直しを行い、市福祉事務

所との緊密な連携のもとで、措置開始の初期段

階から未納者に対する働きかけを強化するなど、

効果的な納入指導に取り組んでいます。 

今後とも、収入未済の解消と新たな滞納の防

止に努めます。 

 続いて６ページを御覧ください。母子父子寡

婦福祉資金の収入未済についてです。 

これも例年の御指摘ですが、この貸付金はひ

とり親家庭の経済的自立と生活意欲の助長を図

るもので、滞納者の多くは期限内の償還が困難

な場合でも年月をかけて完納しており、昭和２

８年の制度発足以来の償還率は９８．６％とな

っています。令和５年度の償還状況は、現年度

分については８９．０％と高い水準を維持して

いますが、過年度分は７．０％と大変低く、そ

の未済額の縮減が課題です。 

ひとり親家庭の経済状況が厳しいことにも配

慮しながら、償還強化月間における長期・大口

滞納者を中心とした電話催告や家庭訪問の集中

実施のほか、平成２５年１０月以降の貸付分か

らは違約金の徴収等も行っており、納入指導や

償還の意識付けを強化していきます。 

また、平成２７年度からは最終納付から２年

以上経過している債権の回収を民間委託してお

り、令和５年度は約１３５万円の回収につなげ

ています。 

今後ともこうした取組により、収入未済の解

消と新たな滞納の防止に努めていきます。 

続いて１８ページを御覧ください。医療、保

育、介護従事者等の職場環境の整備及び処遇改

善の推進についてです。 
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医療、福祉現場の人材確保には、継続して働

き続けられる環境が大変重要です。このため、

職員の人材育成や就労環境改善を意欲的に進め

る医療機関を評価する大分ホスピレート制度を

創設し、これまで３機関を認証しました。また、

人材育成や処遇改善等に積極的な介護事業所を

評価するふくふく認証は、令和５年度に新たに

８事業所を認証し、計１６事業所となっていま

す。 

あわせて、介護従事者の負担軽減に向けて、

ＩＣＴ機器等の導入経費助成を、令和５年度は

当初予算から２月補正予算で大幅に積み増し、

導入を加速しています。また、保育現場のＩＣ

Ｔ機器の導入も、国の補助に加え県独自で助成

対象を拡充し導入を促進しています。 

医療、福祉人材の確保と定着のために、市町

村や関係機関・団体と連携を図るとともに、国

の施策として、さらなる処遇改善などの要望を

行うなど、職場環境の整備や処遇改善を進めて

いきます。 

続いて、資料番号１１の大分県長期総合計画

の実施状況について、主要な施策の成果（事務

事業評価）により、福祉保健部の主要事業等に

ついて説明します。 

２０ページを御覧ください。一番上のおおい

た出会い応援事業です。 

この事業は、結婚の希望を後押しするため、

出会いサポートセンターで市町村、民間団体等

と連携した出会いの場づくり等を行ったもので

す。 

事業の成果については、右上の成果指標のと

おり、令和５年度末時点の成婚数が１９７組と

目標を大きく上回ることができました。その下

にあるとおり、６月から８月にかけてＷｅｂ広

告やテレビＣＭ等での広報を積極的に行い、新

規会員数や成婚数の増加を図ったところです。

また、企業等と連携した婚活イベントを昨年は

４回開催しましたが、１０月に初めて知事公舎

で企画した婚活イベントには２６人が参加し、

４組の交際が始まったと伺っています。 

平成３０年６月の開設から約６年余りが経過

する出会いサポートセンターでは、成婚した夫

婦が累計で２１８組となっており、引き続き新

規入会応援キャンペーンなどで新規会員の増加

を図るとともに、企業等と連携して婚活イベン

トを開催し、新たな出会いの機会を創出してい

きます。 

次に２１ページです。一番上の妊産婦健診等

支援事業です。 

この事業は、近隣に産科医療機関のない妊産

婦の健診や出産に要する交通費等の支援を行っ

たものです。 

事業の成果については、右上の成果指標のと

おり、目標数の６市村で実施し、合計８０９件

１３４人の支援を行いました。 

今後も、未実施市町村への事業化を働きかけ

ながら、妊産婦が安心して子どもを産むことが

できる環境づくりに取り組んでいきます。 

次に４３ページです。一番下の介護現場革新

推進事業です。 

この事業は、介護従事者の負担を軽減し離職

防止を図るため、ＩＣＴ化やノーリフティング

ケアの導入等により、働きやすい職場環境の整

備を支援したものです。 

左から３列目下段の主な活動指標と達成率で

すが、現場での負担軽減に資する介護ロボット

については、目標を大きく上回る６６４台を導

入しました。昨年度は多くの介護事業所から、

当初予算を上回る補助金の申請があったので、

その全てに対応できるよう、左下の予算額のう

ち翌年度繰越とした約１億３千万円を２月補正

予算で確保し、整備を加速しています。 

右下の今後の方針についてですが、事業者か

ら要望の多い入浴支援機器を今年度から新たに

補助対象に追加し、入浴介助の負担軽減を図る

など、介護職員の離職防止・定着促進につなげ

ていきます。 

次に４４ページをお開きください。一番下の

外国人介護人材確保対策事業です。 

この事業は、高齢化の進展に伴う介護人材不

足に対応するため、外国人介護人材が県内で円

滑に就業・定着できるよう受入体制の整備等を

行うものです。 

右上の成果指標のとおり、令和５年度ではこ
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の事業で新規雇用に要する経費を助成した外国

人介護人材の受入れが、目標を上回る１９人と

なっています。 

またその下の今後の方針にあるとおり、今年

度からは施設等が外国人採用に要する経費を助

成する雇用インセンティブ補助金を拡充するな

ど、支援の充実を図っており、国内外の競争が

激化する中、他県に先駆けた仕組みづくりを進

め、本県の優位性を高めていきます。 

また補足になりますが、昨年度職員のインド

ネシア訪問以降の調整の結果、来週１０月８日

から１１日の間、インドネシアの介護人材養成

機関の関係者が来県し知事を表敬訪問予定であ

り、県内施設の視察や交流などを行います。さ

らに１１月には県内施設の視察団をインドネシ

アに派遣するなど、顔の見える関係性で安定的

・継続的な受入体制の構築と受入れの拡大を目

指します。 

次に４９ページです。一番下の訪問看護強化

事業です。 

この事業は、県民の在宅医療ニーズの高まり

に対応するため、訪問看護ステーションの拡充

を支援するとともに、訪問看護人材の確保を行

うものです。 

左から２列目の主な事業内容について、訪問

看護ステーションの新設やサテライトの整備費

を助成したほか、看取りや終末期ケアに２４時

間３６５日対応できる機能強化型訪問看護ステ

ーションへの移行支援のほか、訪問看護人材確

保のための就業ガイダンスやインターンシップ

を行いました。 

その結果、右上の成果指標にあるとおり、機

能強化型訪問看護ステーションは１２施設が整

備されたところですが、今後県内全ての医療圏

での整備を急いでいきます。 

次に６４ページを御覧ください。 

一番上の障がい者就労環境づくり推進事業で

は、障がい者雇用アドバイザーによる企業訪問

や職場への定着支援などを通じて、障がい者の

就労しやすい環境づくりに取り組みました。 

右下事業の成果のとおり、県内６か所の障が

い者就業・生活支援センターに配置した障がい

者雇用アドバイザー１３名が企業等への訪問を

積極的に行い、前年度から８人増となる年間２

９８人の雇用に結び付きました。 

引き続き、企業や就労を希望する障がい者が

集う合同企業説明会でマッチング機会の拡充を

図るほか、新たに雇用の鍵を握る経営層への動

画を使った働きかけや人事担当者間のネットワ

ークの構築を支援していきます。 

続いて、令和５年度の行政監査及び包括外部

監査の結果について報告します。まず行政監査

についてです。 

資料番号１６、令和５年度行政監査・包括外

部監査の結果の概要の３ページを御覧ください。 

２の監査テーマ及び目的のとおり、昨年度は

提案協議の実施状況について監査が行われまし

た。 

次に５ページを御覧ください。 

福祉保健部関連では左から２番目の列に示す

改善事項３、６ページの改善事項４、７ページ

の改善事項６及び検討事項４、続いて８ページ

の改善事項７まで、改善事項４件、検討事項１

件の計５件の指摘がありました。 

次に、包括外部監査の結果について報告しま

す。９ページを御覧ください。 

３の監査テーマ及び監査対象のとおり、昨年

度は債権管理（県税に係るものを除く。）に関

する財務事務の執行について、監査が行われま

した。 

次に、１１ページを御覧ください。 

福祉保健部関連では一番左の列の番号３から

１４ページの１７まで、改善事項２件、勧奨事

項１３件の計１５件の指摘がありました。この

うち、主なものについて説明します。 

同じく１１ページ、左から３列目タイトル欄

の上から二つ目、連帯保証人の適格性について

ですが、医師修学資金の貸与・貸付に関し、当

該保証人は独立して生計を営む成年者でなけれ

ばならないとされているにもかかわらず、主婦

などの資力のない者が連帯保証人として設定さ

れていた事例がありました。資力の適格性が考

慮されていないとの指摘をいただきました。 

本件について、申請書記入例及びチェックマ
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ニュアルにおける連帯保証人該当箇所に世帯を

別にする独立して生計を営む成年者が必要であ

る旨を明記し、資力が不明な場合は所得証明書

の提出を求めるなど、チェック体制を強化しま

した。 

今回の監査結果を踏まえ、今後同様の事案が

生じないよう、適正な事務処理に努めます。 

高木福祉保健企画課長 福祉保健部一般会計の

歳入歳出決算の主な事項について説明します。 

資料番号９、決算附属調書の１４ページを御

覧ください。歳入決算の予算額に対する増減額

についてです。 

左端、科目欄の中ほど福祉生活費国庫補助金

は１４億６，９０８万１，９４０円の減となっ

ています。この主な理由は、増減理由欄の下か

ら三つ目の介護職員等処遇改善交付金について、

介護職員等処遇改善事業費の補助金等を繰り越

したことなどによるものです。 

また次の１５ページの科目欄の一番上、保健

環境費国庫補助金は１７億５，８５３万６，０

８８円の減となっていますが、これは増減理由

欄の中ほどにあるとおり、新型コロナウイルス

感染症関連の交付金が見込みを下回ったことな

どによるものです。 

次に３０ページを御覧ください。不用額につ

いてです。 

科目欄の中ほど福祉生活費の社会福祉費の一

番上、社会福祉総務費が５億６８７万７，９８

６円となっています。これは、介護職員等処遇

改善事業費の補助金等が見込みを下回ったこと

などによるものです。 

また、３１ページを御覧ください。 

科目欄の中ほど保健環境費の医務費の上から

２番目、医療対策費が１２億６，７５８万２，

４５９円となっています。これは、新型コロナ

ウイルス感染症療養体制確保事業の補助金等が

見込みを下回ったことなどによるものです。 

次に、３９ページを御覧ください。収入未済

額についてです。 

科目欄の下、分担金及び負担金の福祉生活費

負担金が８，６９４万５，５５５円となってい

ます。 

これは、さきほど措置状況報告書の中で部長

から御説明したものですが、児童を児童養護施

設等に入所・措置した場合に徴収する負担金に

ついて、納入義務者の生活困窮などにより収入

未済が生じたものです。 

続いて、特別会計について御説明します。７

９ページを御覧ください。 

上から二つ目、国民健康保険事業特別会計に

おける歳入決算の予算額に対する増減額につい

てです。 

国庫負担金が１２億９，１６０万６，２９６

円の増となっています。これは、国からの療養

給付費等負担金の交付額が見込みを上回ったこ

と等によるものです。 

次に、その二つ下の繰入金は２億７，８１８

万４，０５２円の減収となっています。これは、

一般会計繰入金が見込みを下回ったことなどに

よるものです。 

次に、８３ページを御覧ください。上から二

つ目、国民健康保険事業特別会計と三つ目、母

子父子寡婦福祉資金特別会計における不用額に

ついてです。 

まず国民健康保険事業特別会計ですが、主な

ものとしては保険給付費等交付金が２８億２，

９６６万１，８４９円となっています。これは、

普通交付金が見込みを下回ったことによるもの

です。 

続いて母子父子寡婦福祉資金特別会計ですが、

貸付金の不用額が５，００３万１，３００円と

なっています。これは、母子家庭等への貸付実

績が見込みを下回ったことによるものです。 

次に、８７ページを御覧ください。科目欄の

一番上、母子父子寡婦福祉資金特別会計におけ

る収入未済額についてです。 

諸収入のうち、貸付金元利収入が８，８１４

万１，２６３円となっています。これは、母子

父子寡婦福祉資金償還金が納入義務者の生活困

窮などにより、収入未済となったものです。 

決算附属調書の説明については以上です。 

次に、歳出決算の主な事業について御説明し

ます。 

資料番号１０、一般会計及び特別会計決算事
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業別説明書の７７ページを御覧ください。 

まず初めに福祉保健企画課関係について、御

説明します。 

事業説明欄の下から３番目の能登半島地震災

害支援緊急対応事業費、決算額２，６９６万８，

１２１円です。 

これは、能登半島地震の被災地における避難

者の健康管理業務等を支援するため、保健師チ

ームや災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）などの

派遣に要する経費を計上したものです。この事

業において、避難所における保健活動等に従事

する保健師チームや被災病院の支援などを行う

ＤＭＡＴのほか、避難所での健康管理などを担

う日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ）、避

難所や社会福祉施設等で要配慮者支援に従事す

る災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）、介護職員

等と合わせ、延べ９２３名を被災地へ派遣しま

した。 

なお、不用額は２，９２１万２，８７９円と

なりますが、これはＪＭＡＴの派遣期間が当初

の想定よりも早く終了したこと等によるもので

す。 

川邉保護・監査指導室長 同じく決算事業別説

明書の７８ページをお開きください。保護・監

査指導室関係について御説明します。 

第２目扶助費の事業説明欄の生活保護費、決

算額１３億４，９３１万４，８７３円です。 

これは生活保護に要した経費のうち、県に実

施責任のある町村分に関するものなどです。 

坪井医療政策課長 同じく事業別説明書の８５

ページをお開きください。医療政策課関係につ

いて御説明します。 

事業説明欄の上から３番目、在宅医療提供体

制整備事業費、決算額１，３８７万３，０１２

円です。 

この事業は、地域包括ケアシステムの基盤の

一つである在宅医療提供体制を強化するため、

在宅医療に携わる医療従事者等に対して研修を

行ったほか、訪問診療の実施に必要な医療機器

の購入費用の助成などを行ったものです。 

荒金薬務室長 同じく、決算事業別説明書の８

７ページを御覧ください。薬務室関係について

御説明します。 

第５項薬務生活衛生費第２目薬務費のうち、

事業説明欄の上から２番目の献血推進事業費、

決算額４３９万６，５５５円です。 

これは、献血の必要性を周知し輸血用血液の

確保を図るため、啓発キャンペーンや献血功労

者の表彰、学校献血の推進などを行った経費で

す。 

池邉健康政策・感染症対策課長 同じく決算事

業別説明書の９４ページを御覧ください。感染

症対策課関係について御説明します。 

事業説明欄の下から２番目、新型コロナウイ

ルス感染症対策事業費、決算額１７億９，７６

６万５，０７３円です。 

これは、新型コロナウイルス感染症患者の入

院医療費や治療薬等の公費支援のほか、新型コ

ロナウイルス感染症の５類感染症移行後も、外

来対応医療機関の紹介や体調悪化時の健康相談

に２４時間対応できる窓口の設置・運用などを

行ったものです。 

羽田野健康推進室長 同じく決算事業別説明書

９２ページをお開きください。健康づくり支援

課関係について御説明します。 

事業説明欄の１番目、みんなで進める健康づ

くり事業費、決算額１，８８４万７３４円です。 

これは健康寿命を延伸させるため、健康づく

りに対する県民意識の醸成に向けた県民運動を

展開するとともに、誰もが健康的な食事や適切

な情報にアクセスしやすく自然と健康になれる

食の環境整備等の取組を行ったものです。 

原尻国保医療課長 決算事業別説明書９６ペー

ジをお開きください。国保医療課関係について

御説明します。 

第５目国民健康保険指導費のうち事業説明欄

の一番上、国民健康保険基盤安定化事業費、決

算額１０７億３，３７１万３，０５５円です。 

これは国民健康保険法の規定に基づき、県の

定率負担分について一般会計から特別会計への

繰出し等を行ったものです。内訳は国民健康保

険の軽減に係る負担として、保険基盤安定事業

費負担金等３９億９，０８３万７，５７２円、 

４０歳以上の被保険者に対して実施する特定健
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康診査、特定保健指導に要する経費に係る負担

として特定健康診査・保健指導繰出金１億２，

８３１万６千円、保険給付に対する負担として

財政調整繰出金６６億１，４５５万９，４８３

円となっています。 

次に９８ページをお開きください。国民健康

保険事業特別会計について御説明します。 

第２目保険給付費等交付金について、決算額

は９６７億４，０４９万５，１５１円です。 

これは、国民健康保険事業を円滑かつ確実に

実施するため、市町村が行った保険給付の実績

や特定健診、国民健康保険税収納率向上に向け

た取組等の状況に応じ、市町村に交付したもの

です。 

渡邉高齢者福祉課長 同じく決算事業別説明書

１０３ページをお開きください。高齢者福祉課

関係について御説明します。 

事業説明欄の下から３番目、若年性認知症相

談支援体制整備事業費、決算額５８２万１，４

６６円です。 

 この事業は、若年性認知症の方が本人の状態

に合わせた適切な支援を受けられるよう、医療

・福祉・就労の総合的な相談支援を行うもので

あり、２名の支援コーディネーターによる昨年

度の相談実績は６１５件となっています。 

鈴木こども未来課 同じく決算事業別説明書１

０９ページを御覧ください。こども未来課関係

について御説明します。 

事業説明欄の上から２番目、放課後児童対策

充実事業費、決算額８億２，９５６万２，２２

２円です。 

これは、放課後の子どもに安全で健やかな生

活の場を提供するため、放課後児童クラブの運

営費等を助成したものです。 

またクラブの運営強化のため、放課後児童支

援員のブロック別研修会を３回開催するととも

に、延べ１４クラブにアドバイザーを計１９回

派遣し、職場環境改善や支援員の質の向上に取

り組みました。 

三重野こども・家庭支援課長 同じく決算事業

別説明書の１１４ページをお開きください。こ

ども・家庭支援課関係について御説明します。 

事業説明欄の上から２番目、ヤングケアラー

等支援体制強化事業費、決算額１，７５５万８，

２７５円です。 

これは、ヤングケアラーなど支援を必要とす

る子どもや児童虐待のおそれのある家庭を早期

に発見し適切な支援につなげるため、見守り・

相談体制の構築のほか周知・啓発等に取り組ん

だものです。 

次に上から３番目、子どもの居場所づくり推

進事業費、決算額２，９０７万６，２２２円で

す。 

これは、子どもの居場所を確保するため、こ

ども食堂の開設等を支援するとともに、クラウ

ドファンディングにより募った寄附金をこども

食堂へ配分しました。また、子どもの基本的な

生活習慣の定着を図るため、朝食の無料提供や

学習支援など包括的に支援を行う拠点事業に対

する助成を行ったものです。 

荻障害福祉課長 同じく決算事業別説明書１１

９ページを御覧ください。障害福祉課関係につ

いて御説明します。 

事業説明欄の上から３番目、障がい者福祉施

設整備事業費、決算額５，８３９万５千円です。 

この事業は、障がい福祉サービスの充実を図

るため、社会福祉法人などが行う施設整備に対

し助成するとともに、介護職員の負担軽減を図

るため、ロボット等の導入に対し助成するもの

です。令和５年度の補助実績は、施設整備が２

件、ロボット導入支援が７件、ＩＣＴ導入支援

が１１件となっています。 

安田障害者社会参加推進室長 同じく決算事業

別説明書１２０ページを御覧ください。障害者

社会参加推進室関係について御説明します。 

事業説明欄の上から５番目、障がい者芸術推

進事業費、決算額３，６０１万４，７２６円で

す。 

これは、障がい者の芸術文化活動を継続・発

展させるため、おおいた障がい者芸術文化支援

センターによる相談支援や企画展の開催など、

発表、鑑賞機会の提供等を通じて障がい者の社

会参加を促したほか、大分県障がい者芸術文化

推進基本計画第２期の策定を行ったものです。 
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小川副委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。 

 執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し私から指名を受けた後、自席で起立の上マイ

クを使用し簡潔かつ明瞭に答弁願います。  

 事前通告が１１名の委員から出されているの

で、まず事前通告のあった委員の質疑から始め

ます。時間も限られているので、円滑な進行に

御協力願います。 

堤委員 どうもおはようございます。まず、決

算事業別説明書の７７ページ、介護職員等処遇

改善事業費。 

これは決算額が０円で、翌年度繰越しで５億

１，１６２万３千円となっているけれども、そ

の理由は。介護施設職員の処遇改善で賃金引上

げの事業であるが、他産業平均と比べて現状の

賃金額との差額は今どうなっているのか。他産

業に追いつくのは、いつ頃になると考えている

のか。また、この加算は結局利用料として反映

され、利用者の負担になるが、県として負担増

にならないよう国への要請はどのようにしてい

るのか。 

次に主要な施策の成果２２ページ、子ども医

療費助成事業。 

医療費助成への国庫負担減額措置が４月から

廃止されたが、他方、地方単独の子どもへの医

療費助成で窓口負担や償還払いを行っている自

治体へ、国民健康保険の補助金を２０２５年度

からプラスにすると通知をされている。大分県

内の各自治体は現物給付等の対応がほとんどで

あるが、その対策や影響はどうか。県として、

小学校以上の通院の助成をした場合の予算はど

れくらいになると見込んでいるのか。 

次に決算事業別説明書の１１４ページ、ヤン

グケアラー等支援体制強化事業費。 

市町村の支援対象児童等の見守りや相談窓口

などの開設をしているが、家庭ごとに事情が全

て違います。個に合った相談と支援体制ができ

なければ解決方向には行かない。各部局の横断

的な連携が必要だが、その対策はできているの

か。 

最後に決算事業別説明書の９６ページ、国民

健康保険指導事業費。 

県内のマイナンバーカード取得率が７５．２

１％ですが、マイナ保険証として連携させてい

るのはどれくらいあるのか。また、５年更新を

していない人はマイナ保険証の使用ができなく

なるけれども、その対策、啓発はどうしている

のか。医療機関としては、マイナ保険証にすれ

ば機器の取得やインターネット環境の整備、情

報漏えいなどのセキュリティーなど、維持管理

に莫大な金額が必要となる。それで廃業した歯

科医院があるけれども、県としてそのような実

態等をつかんでいるのか。 

渡邉高齢者福祉課長 介護職員等処遇改善補助

金についてお答えします。 

最初の質疑ですが、本補助金は本年６月の処

遇改善加算制度の改正に先駆け、令和６年２月

から５月分の賃金を平均６千円引上げるために、

昨年１１月の国補正予算を受け込み、１２月に

県補正予算として成立したものです。支払額を

毎月の介護報酬額により算出するため、４月以

降の支払となることから繰越しを行ったもので

す。なお、繰越額の８割程度が執行見込みであ

り、予算に不足なく事業を実施できる予定です。 

二つ目の質疑ですが、部長からこれまでも答

弁していますが、平成２７年から令和４年の月

額賃金を比較すると、県内事業所の賃金は３万

２，６９９円増額しており、他産業より増加率

が高い状況です。また、県内他産業との賃金格

差も５万１，５６９円から４万９７０円に縮小

してきています。 

経済成長や業績に応じて賃金が上昇する他産

業とは異なり、公定価格で定められる介護職員

の賃金は国の政策決定に大きく左右されること

から、いつ追いつくかの見込みは難しいところ

ですが、本年度の介護報酬改定では令和６年度

に２．５％、令和７年度に２．０％のベースア

ップにつながるよう処遇改善加算の率が引き上

げられていて、さらなる格差縮小に向け、事業

者支援などの取組を進めていきたいと考えてい

ます。 

最後に三つ目の質疑ですが、処遇改善加算を

はじめ、介護保険制度の利用者負担の在り方は、
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負担能力に応じた公平性の観点で対応すること

が基本と理解しており、県では低所得者対策と

して介護保険料軽減やサービス利用料負担軽減

を国に強く要望しています。 

こうした要望などにより、今年度高所得者の

保険料が引き上げられる一方、低所得者の保険

料が引き下げられる改正が実施されました。ま

たサービス利用料の負担については、今年度制

度の見直しが見送られ、利用者の負担割合が増

加しなかったことも県の要望の成果と考えてい

ます。 

鈴木こども未来課長 子ども医療費助成事業に

ついてお答えします。 

本県の子ども医療費助成事業においては、全

ての市町村で現物給付制度が導入されており、

五つの市町では年代に応じて一部自己負担額の

ある制度となっています。本年６月の厚生労働

省通知を受けて、市町村に意向を調査したとこ

ろ、現行スキームを変更しようとする動きはな

く、現時点では影響はないものと考えています。 

また、小中学生に係る通院医療費を助成した

場合には、県の負担額は約１０億円を見込んで

います。 

三重野こども・家庭支援課長 ３点目です。ヤ

ングケアラーがいる家庭は、親の病気、祖父母

の介護など、複合的な課題を抱えていることか

ら、子どもだけではなく家族全体の包括的な支

援が重要です。 

福祉と教育、市町村など、行政の連携はもと

より、医療、介護、障がい福祉など、関係機関

の連携が欠かせません。昨年度は学校現場など

からスクールソーシャルワーカー等を通じ、１

７８件の相談が市町村の児童福祉部門に寄せら

れました。このうち４９件を家事や介護支援な

ど、福祉サービスの利用につなぐことができた

ことから、児童福祉部局と教育委員会間の連携

が一定程度図られていると考えています。 

市町村ごとに濃淡があることから、連携のさ

らなる徹底を図るため、昨年度に続いて今年度

も７月と９月に市町村との会議を重ねて、福祉

と教育部門の連携を確認したほか、支援強化を

依頼しています。 

原尻国保医療課長 私からマイナ保険証関係で

３点回答します。 

最初に、都道府県別マイナンバーカードの健

康保険証利用登録件数については公表されてい

ませんが、県内市町村国民健康保険の被保険者

では、令和６年７月１７日時点で１３万２，１

４５人が利用登録をしており、国民健康保険被

保険者の約６４％となっています。 

次に、電子証明書の有効期限切れの対応につ

いては、有効期限の２、３か月前をめどに、国

と地方公共団体が共同して運営する地方公共団

体情報システム機構（Ｊ－ＬＩＳ）から更新手

続の案内が本人宛てに送付されるほか、有効期

限満了日まで３か月を切った場合には、顔認証

付カードリーダーの画面上での更新アラート表

示により本人が認識できるようになっています。 

また、１２月から電子証明書の有効期限満了

後３か月間は、引き続き資格確認が行えるよう

にするほか、１２月２日以降は有効期限満了日

から更新なく一定期間経過した場合には、資格

確認書を職権で交付することになっており、幾

重にも対策を打っています。 

最後に、オンライン資格確認導入に伴う費用

負担に関連した歯科診療所の廃業についての実

態等については、保険医療機関等の廃止届の提

出先は九州厚生局となっていて、廃止理由は非

公表のため県では把握していませんが、質疑に

あった歯科診療所など具体的な状況を教えてい

ただければ調査したいと考えています。 

堤委員 介護職員等の関係で、高齢社会対策大

綱が策定されて、この中で将来的に保険料の所

得区分に応じて云々と、２割から３割というこ

とで今後、非常に負担が増えてくる可能性がや

っぱりあるよね。そういう部分に対して国に要

請をしているのかが一つね。 

それともう一つは、子ども医療費の関係で、

小中学生で通院助成をした場合には約１０億円

ということだけれども、今、全県的には市町村

がやっているよね。それで、県として目標を持

って小中学生についてどのような政策をやって

いくのか。つまり無料化はいつ頃からするのか、

それとも一生しないのかというのを含めて回答
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ができれば回答してください。 

あとマイナ保険証の関係だけど、これは確か

２、３か月前にＪ－ＬＩＳから案内が来るとい

うことだけど、実際５年経って案内が来ました。

しかし、５年のうちに仮に認知症になるとかす

ると、なかなか切替えができないし、資格認証

書が送られてくるとしても、本人とすればよく

分からないと思うよね。施設入所している方、

また介護、在宅で養生している方々に市町村と

して訪問して指導するのかなと。つまり介護支

援員とかホームヘルパーが切替えの指導をする

のか非常に不透明なんですね。そこら辺、分か

れば教えてください。 

渡邉高齢者福祉課長 介護保険制度の関係につ

いてですが、国に対して介護保険制度が将来に

わたり安定したものとなるよう、国・地方の負

担の在り方も含めて、国庫負担割合を引き上げ

るなど必要な制度の改善を図ることをまず一つ

要望しています。 

それからもう一点、低所得者対策で介護保険

料の軽減や利用料の負担軽減について拡充に努

めること、この２点を特に重点的に要望してい

ます。 

鈴木こども未来課長 子ども医療費の小中学生

の通院医療助成についてお答えします。 

昨年度、首長との協議や市町村担当課長会議

の中で、県の助成対象を高校生年代まで広げて

ほしいとの強い要望があり、それを受け市町村

総意の下で今年度から県の予算を拡充し、助成

範囲を高校生年代まで広げ、市町村の制度拡充

を後押ししたところです。その結果、本年４月

から１７市町村にて高校生年代までの助成制度

が導入されたばかりなので、現時点での助成の

拡大は考えていません。 

原尻国保医療課長 マイナ保険証の関係で、マ

イナンバーカードが更新になった場合の対応に

ついてですが、マイナンバーカードの更新に合

わせて市町村で周知していただきたいのと、あ

と顔認証付カードリーダーで本人が病院にかか

るときに、もう更新が切れることが本人に分か

るようにアラートが鳴るので、スムーズな更新

ができるように支援していきたいと思います。 

堤委員 子ども医療費については、現時点では

ということだけれども、将来的な方向性があれ

ば考えを聞かせて。 

それと、マイナンバー保険証の関係で顔認証

でアラートが出るというけど、顔認証でエラー

が出過ぎるから今はセキュリティーを落として

いるよね。そういうところも非常に問題がある

から、是非そこら辺は注意するように指導して

ください。では、部長よろしく。 

工藤福祉保健部長 小学生、中学生の子ども医

療費、特に通院医療費の問題・課題は、もう数

年来、御党と当局、私でいろいろと議論もしま

した。 

さきほど、こども未来課長がお答えしたとお

り、今年度からの高校生の拡充、これは是非や

りたいので、全ての市町村長と個別に話をしま

した。確かにおっしゃるように、小中学生の通

院は各市町村の努力でやっていただいて、そこ

を県が支援していくのか、あるいは高校生まで

広げるのか。各市町村の御意見はいろいろあり

ましたが、便益が高校生まで広がることを重視

しようと今回の措置を取ったところです。 

県が無料化するのかという御質疑ですが、我

々は従来から申し上げているように、県民から

見れば市のお金なのか、町村なのか、県なのか

を意識されている方はほぼいなくて、子ども医

療費が無償になっていることで、ある程度定着

が図られていると考えています。なので、県と

して小中学生の通院をどうするか、無料にしな

いのかという議論は、私から見ると役所の――

県と市町村のお金の配分の仕方だと思います。

市町村に対する財政支援は子ども医療費のみな

らず、いろんなところでやっているので、そう

いった中で各市町村のある程度のコンセンサス

は、その部分については得られていると考えて

います。 

玉田委員 おはようございます。私から、今の

堤委員と少し重なりますけれども、ヤングケア

ラーの問題で少し具体的にお尋ねします。 

主要な施策の成果２６ページ、ヤングケアラ

ー等支援体制強化事業についてですが、一つは

アドバイザーのこれまでの活動状況と、そこか
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ら見えてきた課題について。 

二つ目は、成果指標を見ると見守り強化事業

が１４市町で実施されていますが、残り４市町

村での未実施の理由ですね。これはそもそも目

標が１４市町村になっているので、そこで止め

たのかということ。 

 それと三つ目が、昨日大分合同新聞が報じて

いましたが、ヤングケアラー調査の結果、その

分析と今後の活用方法についてお尋ねします。 

三重野こども・家庭支援課長 まず１点目です。

アドバイザーが昨年度から精力的に市町村に出

向き、支援の必要性を訴えた結果、全市町村に

相談窓口が設置されています。また、学校や福

祉支援者を対象に２０回の研修会を開催してい

ます。 

支援にあたっては、地域や学校などで困って

いる子どもに気付ける大人を増やし、子どもた

ちに早期に支援の手が届く体制の充実が今後の

課題と考えています。 

２点目です。見守り強化事業は児童家庭支援

センター等の職員が弁当を持参し、自ら声を上

げにくい子どもや家庭を戸別訪問して家庭状況

を見守るアウトリーチ型の支援です。昨年度は

１４市町で実施し、現在は実施体制が整い、１

７市町に広がっています。 

残る姫島村についても、日頃から見守りがで

きている地域であることから、実質県下全域で

見守り体制が構築されていると考えています。 

３点目です。昨日大きく報道されたとおり、

ヤングケアラーは前回調査の約１千人から約２，

１００人に増加しています。その一方で、ヤン

グケアラーの認知度も約２９％から約６６％と

２倍以上に大きく向上しており、これまで隠れ

ていたヤングケアラーの顕在化につながったと

前向きに捉えています。 

なお、ヤングケアラー状態の子どものうち、

相談経験のない子どもが約半数いるため、市町

村と共に周りの大人が子どもの困り事に気付き、

支援につなげる体制づくりに努めていきます。 

玉田委員 報道によると、２，１００人のヤン

グケアラーが予想されるという話でした。今、

三重野課長から話がありましたが、２０２１年

に調査して、そして今回調査して、だんだん増

えている。それで、新聞の最後に書いています

が、サポート体制を強化したいと。それはその

とおりですが、具体的にこれからマンパワーの

充実をどう図っていくかが大きな課題だと思い

ます。 

市町村との協議を今年度７月、９月に行った

ということですが、例えばスクールソーシャル

ワーカーが現実に増えているのかとか、それか

ら学校現場でどういうアプローチがされるのか

とか、強化について具体的にどう進めるかはこ

れから大きな課題だと思います。私はマンパワ

ーの充実をどう図っていくかが課題だと思うの

で、その辺の考えがあれば教えてください。 

三重野こども・家庭支援課長 マンパワーの充

実について２点あります。 

一つは、周りの大人が気付くことが大事です

ので、専門職員がスクールソーシャルワーカー

の研修会等に出かけて、ヤングケアラーの実態

だとか、こういうＳＯＳが出ているときはどう

するという研修会をしながら、学校現場で気付

くような体制づくりを進めています。７月に担

当者会議を行ったときも、教育委員会も皆さん

出席して、福祉保健部と教育委員会で一緒にな

ってやっていくことを確認しました。 

もう一つは、支援のマンパワーです。現在、

二つの市にヤングケアラーのコーディネーター

を置いています。そこの横展開をして、来年度

以降はさらに市町村コーディネーターを広げて

いきたいと思っています。 

玉田委員 ありがとうございました。充実につ

いてよく分かりました。 

さきほどスクールソーシャルワーカーから１

７８件の相談があったと。そのうちに４９件サ

ービスにつなげたと答弁がありましたが、２，

１００人という数字と比べると随分と乖離があ

ると思います。そこを埋めていくのを、今課長

が言った方針で是非積み重ねていってほしいと

思います。ただ、福祉の関係は今どこも人がい

ない、人探しに苦労していますから、しっかり

その辺の人材育成も含めてサポートしてもらい

たいと思います。 
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原田委員 よろしくお願いします。決算事業別

説明書８７ページの覚せい剤等乱用防止推進事

業費について質疑します。 

昨日と今日、大分合同新聞の１面に、保護観

察所で国による薬物防止プログラムで出会った

受講者同士の薬物の受渡しがあったとありまし

た。本当に再犯を防止することは難しい問題だ

なと考えています。 

また先日、県内自治体職員が薬物乱用で逮捕

されたという報道もありました。本当にこれは

深刻な状況だと思うんですけど、とりわけ公務

員は県民の模範となるべき存在だと思っていま

すから、それも含めて、県民の薬物乱用防止の

ためにどのような取組を行っているのか、具体

的にお尋ねしたいと思います。 

荒金薬務室長 本県の令和５年の薬物検挙数は

１０２名であり、大麻乱用を中心に高止まりし

ています。違法薬物は１回の使用でも乱用にな

り、同時に犯罪となることから、薬物乱用の未

然防止に力を入れています。 

昨年度、計１２１回の薬物乱用防止教室を実

施するとともに、県民一体となって６２６ヤン

グ街頭キャンペーンを県内各地で行い、覚醒剤

や大麻、危険ドラッグ等の乱用防止について、

公務員はもとより広く県民への呼びかけを実施

しました。加えて、税関、警察等の関係機関や

ボランティア団体と連携して、薬物乱用防止教

室や街頭啓発などの乱用防止対策を推進してい

ます。 

また、麻薬の適正管理も重要であることから、

麻薬取締り員や保健所の薬事監視員が昨年度４

６６施設の医療機関に立ち入り、指導を実施し

ています。引き続き薬物乱用防止を推進してい

きます。 

原田委員 地道な取組がやっぱり必要だと思っ

ています。 

ちょっと私ごとになるんですけど、私の小学

校のときの友人で１人、薬物で命を失った者が

います。彼は中学校のときにシンナーから入っ

て、覚醒剤に移行していったんですよね。亡く

なる２年ぐらい前に会ったときにはもう歯がぼ

ろぼろで、骨がもろくなっているのかうまく歩

けずに、葬式に行ったとき、お母さんが遺骨が

残っていなかったと話をされていました。本当

に人間を壊すような薬物なんだなと改めて思い

ました。 

私はその頃、小学校の教員をしていましたか

ら、そのときお母さんから、こういったことが

起こらないように学校でちゃんと防止の教育を

進めてほしいと言われました。さきほど言った

とおり、早い段階での取組が必要だと思います

が、例えば教育委員会と連携した取組はいかが

なんでしょうか。 

荒金薬務室長 教育委員会、各学校と連携して、

警察やもちろん県の講師が各学校に行って薬物

乱用防止教室を開催していますので、その辺で

各学校とも連携を取って行っています。 

木田委員 主要な施策の成果３６ページ、みん

なで進める健康づくり事業についてお尋ねしま

す。 

健康経営事業所数が年々増加しており、成果

指標を見ると、令和５年度も１００件近く増え

ていますが、これらの事業所がどのような取組

をされているのか、また県民の健康づくりに具

体的にどうつながっているのかお尋ねします。 

あわせて、現在改修が進められている健康ア

プリ歩得（あるとっく）ですが、現在の進捗状

況を教えていただきたいと思います。先日、ア

プリを開くと通知がついていたので見ると、新

たなポイント付与が始まるようですが、今後の

活用方法についてお尋ねします。 

羽田野健康増進室長 まず、健康経営事業所に

ついてお答えします。 

現在登録事業所数は２，５１４事業所、その

うち健診受診率及び結果の把握１００％など五

つの基準をクリアした認定事業所は８９２事業

所です。県はこの五つの認定基準を達成できる

よう、保健所による訪問や健康経営アドバイザ

ーを派遣するなど、各事業所の主体的な健康づ

くりを支援しています。 

事業所では健康診断及び精密検査の１００％

受診勧奨のほか、様々な取組をしていただいて

います。例えば、毎年開催している歩得を活用

した職場対抗戦には、今年度５３８グループ４，
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５３５人に参加いただいており、それらを通じ

て運動習慣の定着が図られるなど、現役世代の

健康づくりの一助になっていると考えています。 

こうした先進事例を横に展開して、健康寿命

の延伸につなげたいと考えています。 

次に、歩得についてお答えします。現行の歩

得は開発から６年が経過しました。ダウンロー

ド数は現在９万６千件を超えました。今回、サ

ーバーＯＳのサポートが終了するためにシステ

ムを一新することになったものです。 

改修については、プロポーザル方式で４者か

ら応募がありました。実は本日午後、審査委員

会が開催されます。その審査委員会で委託業者

が決定します。来年２月からの試行運用に向け

て、開発を進めることとしています。 

県としてはポイント交換など、さらなる普及

活用促進につながる仕組みが重要と考えており、

これまで以上に多くの県民に御利用いただき、

日頃の健康づくりに役立てていただきたいと考

えています。また市町村や応援企業など、多様

な主体と連携するツールとしても引き続き活用

していきたいと考えています。 

御手洗（朋）委員 主要な施策の成果５９ペー

ジ、精神障がい者地域移行・定着体制整備事業

についてお伺いします。 

厚生労働省の統計によると、令和４年の精神

病床の平均在院日数は４３６．３日と大分県は

全国で２番目に長くなっているそうです。この

解消には地域移行を進めることが重要だと考え

ますが、これまでの取組の成果の分析と今後の

方向性についてお伺いします。 

荻障害福祉課長 御指摘のあった本県における

精神病床平均在院日数長期化の背景としては、

グループホーム等の地域の受皿が少なかった時

代に入院された方が高齢化し、疾患が重症化、

慢性化していることなどが考えられます。 

そのような中、県では地域での生活が可能な

長期入院患者の地域移行、定着を図るため、グ

ループホーム整備による住まいの場の確保や地

域における協議の場の設置、支援者となる相談

支援専門員の育成など、様々な取組を行ってき

ました。この結果、全国比較可能な令和５年３

月現在のグループホーム利用率は２．９２％と

全国７位となっています。 

また、直近５年間の精神科病床長期入院患者

の減少率も８．５％と、全国平均６％を上回る

ペースで長期入院の解消が進んでいます。 

新長期総合計画では、障がい者活躍日本一に

向けた成果指標の一つとして、精神科病院入院

患者の１年後退院率を掲げていて、今後とも着

実に精神障がい者の地域移行、定着を促進して

いきたいと考えています。 

御手洗（朋）委員 ありがとうございました。 

先日テレビのドキュメンタリーを拝見したん

ですが、やっぱり長くなればなるほど、本人も

病院の中での生活が長くなり過ぎて病院の外に

出ること自体が受け入れられない状況になる。

あるいは今回は地域のことですが、やはり支え

る家族もかなり御負担もあろうかと思うので、

そういったところも含めて総合的な取組を進め

ていただきたいと思います。 

成迫委員 私からは主要な施策の成果１５０ペ

ージ、災害時要配慮者支援事業について２点伺

います。 

個別避難計画作成に同意した方の計画策定率

は９割を超えているが、大切なことは災害発生

時に実際の避難につながることだと考えます。

県として実効性をどのように担保していくのか

伺います。 

もう一点。能登半島地震の教訓から、先般の

議会で携帯トイレの備蓄について見直しを行っ

ていますが、そのほかにも検証で見えてきた課

題はあるのか。また、能登半島では先日の大雨

で甚大な被害が出ており、さらなる避難の長期

化が想定されるが、支援チームの派遣など現時

点で何か検討されているのか伺います。 

高木福祉保健企画課長 まず個別避難計画の実

効性の確保についてですが、これまでも繰り返

し議会で部長より答弁してきましたが、実際に

機能する計画となるよう、避難訓練等を通じて

改善点がないか確認するなど、ブラッシュアッ

プしていく必要があります。 

そのため、大分県社会福祉協議会に配置した

作成支援コーディネーターと共に市町村を訪問
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し、自治会や自主防災組織が実施する避難訓練

等の中で計画を検証するようお願いしていると

ころです。既に別府市や臼杵市などでは自治会

が実施する避難訓練で検証していますが、特に

南海トラフ地震への対策が必要な佐伯市をはじ

め、未実施の市町村にも横展開し、計画の実効

性確保を推進していきます。 

続いて、能登半島地震の課題についてですが、

能登半島地震での教訓を本県の取組にいかすた

め、先月開催した地域防災会議で課題を整理し、

今後の方針等について地域防災計画への反映を

行ったところです。 

当部関係では、避難所の生活環境確保や高齢

者等の要配慮者への支援、応援、受援体制の整

備が課題であると認識しています。これを受け

て、早速先の県議会で補正予算を御承認いただ

き、携帯トイレの備蓄整備に着手しました。 

また、要支援者の避難先である福祉避難所は

高齢施設等の福祉施設が多く指定されており、

能登半島地震では施設や介護職員が被災し、そ

の開設が困難となる事例があったことから、県

独自の取組である福祉避難所サポーターによる

開設運営支援を検討していきたいと思います。 

能登半島への支援チームの派遣検討について

ですが、先日の能登半島豪雨では地震の被災地

が再度被災するなど、甚大な被害が生じており、

復旧・復興の進捗に影響が出ることも心配され

ています。今年４月から石川県庁に事務職員１

名を派遣しており、今月は福祉保健部の職員が

みなし仮設の契約事務等に従事しています。 

現在のところ保健師や医師等の派遣要請はあ

りませんが、今後要請があれば適切に対応でき

るよう状況を注視していきたいと思います。 

成迫委員 ありがとうございます。また明日以

降、台風第１８号の影響で能登半島でも雨が強

まると想定されているので、現地の方々にはさ

らに追い打ちをかける厳しい状況になることが

予想されます。引き続き、県も支援体制を進め

ていただくようお願いしたいと思います。 

清田委員 主要な施策の成果４９ページ、まず、

訪問看護強化事業です。 

在宅医療ニーズが高まっており、これらに対

応するために、機能強化型の訪問看護ステーシ

ョンへの移行を促進しているわけですが、現状

の整備の進捗や今後の方向性などについてお伺

いしたいと思います。同時に、推進には大分県

看護協会の協力も重要になってくると思います

が、こちらとの連携についてどのような考えを

お持ちか伺います。 

そして２点目、同じく主要な施策の成果５２

ページです。医療機関の働き方改革推進事業で

す。 

これまでもドクターから他業種へのタスクシ

フトによる働き方改革を進めていくということ

でしたが、このタスクシフトの受皿となる看護

師、薬剤師の不足が叫ばれています。現状認識

していると思いますが、この受皿の人材不足が

認められる中で、現実的にどのように進めてい

くのかをお伺いするのと、介護現場でのＩＣＴ

活用は非常に進んできているけれども、医療現

場においてＩＣＴをどのように働き方改革に活

用していくのかを具体的にどう考えているのか。

あわせて伺います。 

坪井医療政策課長 １点目の訪問看護強化事業

に関して、まず機能強化型訪問看護ステーショ

ンへの移行の現状ですが、２４時間３６５日対

応可能な機能強化型の訪問看護ステーション、

昨年度は２か所整備して、令和６年４月現在で

１２か所となっています。 

県では、在宅医療の中核となる機能強化型の

訪問看護ステーションを各医療圏に１か所以上

設置することを目標として掲げていて、現時点

では南部、西部、北部の医療圏でまだ未設置と

なっています。 

今年度は日田市の訪問看護ステーションいわ

さとにアドバイザーを派遣し、運営などの実務

面の支援を行っており、令和７年度からの機能

強化型への移行に向けて準備を進めているとこ

ろです。今後については、未設置の南部、北部

医療圏において重点的に整備を進めていき、全

医療圏での早期の設置を目指しています。 

２点目の大分県看護協会との協力の件ですが、

強化型への移行の推進のために、重症患者やタ

ーミナルケア等、様々な在宅ニーズに対応でき
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る訪問看護人材の確保、安定的な運営を図るた

めの管理者支援が必要であると認識しています。

このため県では、在宅ケアにおける専門的知識

の習得のための研修会や、さきほど申し上げた

アドバイザーの派遣など、大分県看護協会と協

力して行っています。さらに人材の確保も重要

になってくるので、大分県看護協会にこれまで

も運営を委託しているナースセンターに、今年

度から相談員を１名増員しています。 

今後も多様な在宅ニーズに対応できる訪問看

護の提供体制の構築に向けて、大分県看護協会

と連携して取り組んでいきたいと思っています。 

二つ目の医療機関の働き方改革推進事業に関

するタスクシフトの関係です。医師でなくても

行える業務を他職種へ移管するタスクシフトを

推進するために、特定行為看護師を養成する費

用の助成などを実施しています。 

とは言いつつも、御指摘のとおり人材不足の

認識もしているので、必ずしも看護師であった

り薬剤師だけではなく、他の救急救命士であっ

たり診療放射線技師、医療事務の作業補助者な

ど多くの職種で可能である作業をタスクシフト

していくこともできるので、各医療機関の実情

に応じた効果的な取組を進めていきたいと思っ

ています。なお９月補正予算で、長時間勤務を

行う医師がいる機関に対して、タスクシフトに

必要な人材を確保する経費を計上したところで

す。 

最後にＩＣＴの活用に関して、昨年度は残念

ながら医療機関から導入支援等について要望が

ありませんでした。ただ、今年度はサンライズ

酒井病院に対して、患者の脈拍数や体温などを

自動で電子カルテに取り込むことで看護業務の

効率化を図るバイタル測定機器の導入を支援す

ることとしています。あわせて、９月補正予算

で済生会日田病院などに対して、適正に労働時

間を管理するための勤怠管理システムや効率的

な研修を行うことができる分娩シミュレーター

などのＩＣＴ機器の導入を支援する経費を計上

したところです。 

今年４月から医師の時間外労働の上限規制が

始まり、医師をはじめとした医療従事者の働き

方改革をさらに推進していくためにもＩＣＴの

活用は有効であると認識しているので、引き続

き導入を促していきたいと思っています。 

清田委員 ありがとうございます。南部、北部、

西部で機能強化型の訪問看護ステーションの設

置をしっかり推進していただきたいと思います

し、また設置した後もしっかりその機能を発揮

していただかなくてはならないので、大分県看

護協会とのさらなる連携をお願いしたいと思い

ます。 

それと１点、国政に関することですけど、看

護ステーションに関連することで見解だけお伺

いします。佐伯市の定期巡回の訪問看護事業所

から随分前に話を聞いたんですけど、定期巡回

で遠いところ――旧市内から宇目に行くと同じ

佐伯市内ですが１時間ぐらいかかるんですね。

その宇目に何件か利用者がいれば、スケジュー

ルを組んで行けばいいんですけど、どうしても

１件という日が出てくる。そうなると、非常に

経営的に厳しいですと。ただ、お断りするわけ

にもいかないので、いわゆる距離加算について

も国政で考えてほしいという御意見をいただき

ました。 

これは広域合併している日田市とかも同じだ

と思うんです。近場でもともと半径数キロの想

定でつくられた料金体系ではないかと思うんで

すけど、広域な合併をした市にとってこれが重

荷になっていることについて見解を伺いたい。

あと、薬剤師不足はまたしっかり議論しますが、

かなり切実な声が上がっているので、こちらは

また頭に入れておいていただきたいと思います。 

すみません、距離加算について何か御見解が

あればお伺いします。 

坪井医療政策課長 距離加算の関係について、

私は厚生労働省から今こちらに来ていますが、

当時厚生労働省にいたときも、いくつかの自治

体から同様の御要望はお伺いしていました。実

態を把握しながら検討すべきとの認識は当時の

担当部署も持っていました。大分県における実

態について、問題意識を国に伝えていきながら

働きかけをしていきたいと思います。 

工藤福祉保健部長 事業所が出向くときの距離
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の問題です。今委員の御指摘は訪問看護かなと

いう気がして聞いていましたが、訪問介護につ

いても同じ問題があります。介護報酬の直近の

改定の中で、いろんな方から御指摘をいただき

ましたが、訪問介護はちょっと厳しい改定の内

容でしたけれども、そういう中でも距離の加算

は、遠方に行くほど少し優遇する内容になって

います。逆に事業所が近い、あるいは同じ敷地

内でやっているところは下げるなど、介護保険

の中においてはある程度距離のところにメリハ

リを付ける改定内容だと私自身は解釈していま

す。 

なので、これが訪問看護に、要は診療報酬の

中で今後どういう形になっていくのかですが、

今坪井課長が申したように、国としてもそれぞ

れの制度の中で問題意識は持っているだろうと

推測しています。 

阿部委員 よろしくお願いします。私から２点

お伺いします。 

主要な施策の成果４３ページ、介護現場革新

推進事業についてです。 

主な活動指標と達成率にあるように、介護ロ

ボットの導入台数は目標を大きく上回っていま

すが、成果指標にある業務負担軽減を実感した

介護職員の割合は令和４年度よりも大きく減少

していて目標を下回っています。この点につい

てどう分析をしているのか伺います。 

次に、同じく主要な施策の成果４４ページで

す。 

外国人介護人材確保対策事業ですが、新長期

総合計画の現状と課題にあるように、介護人材

が１，３００人程度不足する中、年間の外国人

介護人材の受入者数の目標値が１６人とあるが、

これで足りるのか。ここら辺の見解を伺います。 

渡邉高齢者福祉課長 最初の介護現場革新推進

事業費についてお答えします。 

介護ロボットを導入し、負担軽減効果が発揮

されるまでには一定期間を要することから、導

入後６か月程度経過後に効果測定を行ってきた

ところです。 

令和５年度は国の補正予算を活用し、当初予

算を大きく上回る補助申請に全て対応ができた

反面、交付スケジュールが後ろ倒しとなり、多

くの事業者の導入が年度末近くとなった事情が

あります。このため、効果測定と導入の間隔が

３か月程度になり、業務負担の軽減を感じられ

る前段階で測定せざるを得なかったための今回

の結果であると分析しています。 

県では本年４月にＤＸサポートセンターを設

置し、アドバイザー３名による事業所へのきめ

細かな伴走支援を開始したところで、今後多く

の事業所で負担軽減が実感されるものと推測し

ています。 

次に、外国人介護人材確保対策事業費につい

てです。 

本目標は、現在と状況が異なる令和元年に設

定したものであることに加え、外国人介護人材

を新規雇用する際の費用を助成するインセンテ

ィブ交付金を活用して受け入れる人数のみを指

標としているため、現状から見ると低い１６人

となっています。 

なお、今年度は補助金の助成枠を拡充したこ

とから、受入人数をこれまでの１６人から６４

人に目標を増加させています。令和８年に１，

３００人の介護人材が不足すると推計される中、

今後外国人介護人材を大きな柱として取組を進

めていくこととしています。 

さきほど述べたインセンティブ補助金の６４

人を含め、毎年２００名の受入れを目標に取組

を加速させていきたいと考えています。 

阿部委員 ありがとうございます。私も現場に

確認をしました。今の渡邉課長の話で分かりま

したけど、現場は介護ロボットを導入して助か

っていると言っているんですね。したがって、

導入から調査までのタイムラグがあることは理

解しました。 

これはまだ広げていって、全ての施設で負担

軽減になるように、お金はかかりますけれども

是非この補助を続けていただきたいと思います。 

それと、外国人介護人材確保対策事業ですけ

れども、これもインセンティブ補助金を広げて

いくということですが、現場に聞くと外国人は

非常に勤勉で真面目でよく働くので非常に助か

っている。ただ、お金がかかると。最初に４、



- 16 - 

５０万円かかり、それから毎月１万５千円から

２万円の監理費がかかるので、インセンティブ

を少し上げていただくのはありがたいけれども、

さらに毎月の監理費の補助はできないかと現場

は言っていました。 

それと留学生を増やすことによって、留学生

は技能実習ではありませんから、監理費は要ら

ないわけです。これの補助金についても付けて

いるようですけど、これを増やしていくことを

検討いただくとありがたいし、ここら辺の見解

があればひとつ伺いたいと思います。 

渡邉高齢者福祉課長 まず、介護現場革新推進

事業についてです。 

現在、全特別養護老人ホーム、介護老人保健

施設が県内に２００施設ほどありますが、その

うち既に１２０の施設で導入が進んでいます。

今回また令和６年度の申請を受け付けており、

１５０、１６０施設まで導入が進む予定になっ

ています。 

引き続き介護ロボット、ＩＣＴの導入につい

て、国の予算もにらみながら県として支援を拡

充させていきたいと思います。 

工藤福祉保健部長 監理費のところで御指摘を

いただきました。 

今、従来の技能実習制度の監理費を必要とす

る仕組みの中で長年やってきたわけですが、現

在技能実習制度の功罪というか、いろいろ見直

しも必要で、先般法律も改正されて２０２７年

度までの間に技能実習制度は一旦やめて育成就

労となります。外国人であっても、日本人材と

同じように戦力として長く勤めていただくこと

を目指す制度です。現在、外国人材確保は、一

時的な労働力が欲しいということではなくて、

育成就労を見据えてずっと長く大分県で働いて

いただくことを目指そうと。そのために、働い

ていただく外国人への支援を今回手厚くしてい

こうと思っていますが、その先にあるのは介護

福祉士の資格を取ったり、あるいは大分県の方

と御結婚されて大分県に長く住める永住資格を

取り、そしてその資格を持って長らくその施設

で働き、戦力になり、リーダーになっていただ

くことを是非目指していただきたいと思ってい

ます。一旦、監理費の負担はお聞きしますけれ

ども、行く行くそういう方向に進みたいと考え

ているので、どうぞよろしくお願いします。 

阿部委員 是非、人材不足に対して外国人材の

確保対策をしっかりと進めていただきたいと思

います。 

それと、これは通告していませんが、国から

来たということで坪井課長にお願いです。いろ

んな制度をつくるときに、全国一律ではなく、

地域のことを考えていただきたい。さきほど清

田委員の質疑にもありましたが、２４時間介護

もほとんど消えてなくなりましたが、これは地

域でそんなことはできないという部分もあるの

で、制度をつくるときには、都会と地域とのバ

ランスを考えて制度をつくっていただきたい。

これは要望です。お願いします。 

宮成委員 私からは主要な施策の成果６０ペー

ジ、障がい者芸術推進事業についてです。新長

期総合計画にも障がい者活躍日本一を掲げてい

ますが、芸術文化活動もその一翼を担うものだ

と考えています。 

そこで、設立５年を迎えたおおいた障がい者

芸術文化支援センター、これまでの運営状況に

ついてはそちらに記載されていますが、活動内

容、課題を含めてもう少し詳しくお聞かせいた

だきたい。と言うのも、障がい者アートの価値

を高めてビジネスにつなげていくこと、障がい

者の芸術活動をビジネスにつなげていく視点、

取組も必要だと思います。その点について、あ

わせて見解を伺います。 

それから２点目です。同じく主要な施策の成

果６４ページですが、障がい者就労環境づくり

推進事業に関連してですが、事業の成果・社会

情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針の欄に

あるように、障がい者雇用アドバイザーの企業

訪問によって２９８人を雇用に結び付けるとい

う報告もありました。その一方で、今年度の報

酬改定によって、全国的にはＡ型就労継続支援

事業所が廃止される、あるいは閉鎖されるとい

う報道も耳にする中で、今回の報酬改定後の県

内の状況が分かれば、あわせてお伺いしたいと

思います。 
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安田障害者社会参加推進室長 ３点お答えしま

す。 

まず、障がい者芸術文化支援センターのこれ

までの活動状況等ですが、芸術文化支援センタ

ー自体は令和元年１１月開設以降、障がい者の

芸術文化活動の推進を図るために、相談支援か

ら創作活動や発表の機会の拡充、新たな作品や

アーティストの発掘まで、県内の障がい者の芸

術文化活動の推進に取り組んできたところです。 

具体的にはまず相談支援ですが、障がい者御

自身や家族から、例えば週末に利用できるアト

リエや創作活動ができるサービス事業所がない

かとか、施設職員からは芸術活動を施設の利用

者で始めたいんだけれども、どういったことか

ら始めたらいいかといった初歩的な部分から、

あと既に活動をしている施設については、利用

者が制作した作品の展示場所がないかとか、そ

ういったことも相談に乗っていて、年間２００

件以上の相談対応をしています。 

また、毎年県立美術館において障がい者アー

トの企画展を開催しています。昨年度実績まで

で延べ２万人以上に観覧いただいたほか、県内

各地でワークショップ等の開催も行っていて、

これは２２０回を数えています。 

障がい者御自身はもとより、多くの県民にも

参加いただいていて、こういった取組を通じて

県内における障がい者の芸術文化活動への理解

や認知度の向上を図るとともに、活動の裾野を

さらに広げていきたいと考えています。 

続いて障がい者アートの価値向上、ビジネス

展開についてです。センターの相談支援の中で

も、年々企業からの問合せも増加していて、セ

ンターを通じて紹介した県内作家の作品が企業

の商品パッケージ等に採用された事例や、障が

い者アートの公募店などへの出展を通じて、そ

の才能を認められて販売につながる場面も出て

きています。 

障がい者アートの関心や認知度が高まる一方

で、実際のビジネスへの発展を考えると、作品

に対する評価をさらに高める必要があります。

そして、作品の所有権や著作権などの権利保護

に関する理解の促進も重要だと考えています。

例えば、作家本人や保護者において作品の値段

設定ができない場合とか、そもそもその作品が

売れると思っていない方々がまだまだ多くいま

す。また作品を活用して、例えば二次利用、商

品化する上では契約内容の精査も必要になって

きます。そのため、さきほどのセンターもそう

ですが、当事者や学識経験者等の会議を通じて、

実際に販売した際の経験談とか事例等を交えな

がら、作品の販売や貸出利用の契約上の留意点

の整理や権利を保護する仕組みづくりなどにつ

いて議論しているところです。 

そして、就労継続支援Ａ型事業所の今年の報

酬改定後の県内の状況や対応ですが、県内のＡ

型事業所は、現在８１事業所あります。近年増

加傾向ですが、４月の報酬改定以後、利用者の

解雇を伴う廃止事業所はありません。 

しかしながら、近年の物価高騰や最低賃金の

引上げに伴い、事業所の経営が厳しくなってい

るという声は伺っています。そのため、市町村

と連携して事業所の経営状況の把握をしつつ、

適宜事業所を訪問して、その後の方針確認や相

談に随時対応しています。 

また、事業所自体の経営努力も重要なので、

昨年度は希望する事業所向けに専門家による経

営者研修や商品、サービスの価値向上に向けた

支援を５事業所に対して行ってきました。県と

しては、報道にあったような事業所の急な閉鎖

等に伴い利用者に不利益を生じないように、今

後も関係機関と連携しながらしっかり対応して

いきたいと考えています。 

宮成委員 ありがとうございます。障がい者芸

術活動、アート、様々な総合的な取組が必要だ

と思います。今の答弁の中でそういった話があ

ったんですが、全庁的な取組として手を付けて

いるのか、今後手を付けていく予定があるのか

を改めて伺います。 

それから、障がい者のＡ型事業所ですね、安

心しました。しかしながら、非常に事業所から

厳しい話も伺うといった答弁もありました。実

際に障がい者を施設、事業所等に通わせている

方、通っている方、その家族、保護者、施設が

なくなって本当に困ったという話を以前聞いた
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ことがあります。隣町の事業所に行っても、な

かなか従前のとおりできないと。私は誰を頼れ

ばいいのかなと、どこに相談したらいいのかな

という声も聞きました。それで、やはり長期的

な視点で計画的にしっかりと現状を見つめ続け

ておく必要があると思うので、あわせてその点

は意見ですけれども。 

そしてさらに申し上げると、坪井課長は厚生

労働省から来られたということですが、四半世

紀前に介護保険制度ができたときに、訪問系の

事業所は地方では非常に厳しい、通所系だった

らできるんだけれどもという話がありました。

ただ、報酬改定の中で通所系が軒並み事業をや

めていく中で、訪問系が残っていくと。そうし

た中でやはり長期的に、それこそ都市部と地方

との違いをしっかり見つめながら総合的に政策

を練って報酬を決めていかないと、結局どんど

んしわ寄せが残ったところに行くと思います。

その点については意見として申し述べます。 

ではすみません、１点目をお願いします。 

安田障害者社会参加推進室長 障がい者アート

の全庁的な今後の取組等については、さきほど

の県立美術館もそうですが、企画振興部の芸術

部門と、いろんな取組がないかとかやり取りし

ながらやっています。あと芸術文化支援センタ

ーで、アートだけではなくコンサートとかを行

うときに障がい者を招待するなど連携してやっ

ています。それをさらに教育委員会の特別支援

学校とかとも連携しながらやっていきたいと思

います。 

坪井医療政策課長 多くの委員から御意見をい

ただきました。私も大分県に来てから、地域に

よっての差が県内でも大きいことは改めて認識

をしました。制度を作っていく中でもしっかり

そのあたりは、多様性というか状況を踏まえて

考えなければならないなと認識しています。県

にいるときには県として状況をしっかり国に伝

えつつ、向こうに戻ったときにはそれをちゃん

と糧にというか、踏まえて政策を検討していき

たいと思います。 

中野委員 まず、決算事業別説明書９４ページ

の新型コロナウイルス感染症対策事業費につい

て質疑します。 

本事業は、令和５年度の当初予算で３４億８，

９９３万６千円が計上されていますが、補正予

算第４号により予算現額は３０億７，３５０万

３千円となっています。それに対する決算額は

約１７億９，７６６万５千円であり、翌年度へ

の繰越額６億２，３９３万５千円を除いても、

なお約６億５，１９０万円の不用額を生じてい

ます。 

さきほど健康政策・感染症対策課長からも御

説明があったように、事業の内容としては検査

体制の整備、相談体制の整備、保健所の体制強

化などがあるが、どの部分で不用額が多かった

のかお尋ねします。また、昨年５月に新型コロ

ナウイルス感染症が５類感染症へ移行された後

も、夏場や年明けに感染拡大の局面があったか

と思いますが、県としては十分な対応が取れて

いたのか、あわせて伺います。 

もう一点。決算事業別説明書の９５ページ、

新興感染症対策推進事業費について質疑します。 

本事業は、感染症対応個室への改修等への助

成を目的とするもので、本年第１回定例会に予

算額２億８，８８５万２千円で提案をされてい

ます。また同時に、全額を翌年度に繰り越すこ

とが設定されています。 

そこで、大分県感染症予防計画に基づく医療

措置協定の締結及び指定を受けた医療機関の施

設・設備整備の状況がどうなっているのか伺い

ます。 

池邉健康政策・感染症対策課長 感染症関連に

ついて３点です。 

まず、一つ目の６億円の不用額はどの部分か

ですが、不用額が多かったのは医療費等の公費

負担の部分と発熱や受診相談に備えた経費です。

これらの経費がなぜ多かったかというと、年度

末まで急に感染拡大が起きた場合には全て対応

しなければいけないので、ぎりぎりまで十分に

対応できるように確保しており、最終的に感染

状況から不要となったものです。 

５月８日に５類感染症になった以降も十分な

対策が取れていたのかという点ですが、５類感

染症移行後も段階的に国の方針で負担を元に戻
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していくということだったので、医療費の急激

な自己負担を避けるための公費助成、そして２

４時間フォローアップ体制をしていましたが、

その後も受診先に悩む方への医療機関の紹介や

療養中の相談対応について対策を継続して行い

ました。 

特に医療費の助成の薬に関しては、９月まで

は全額公費支援でした。そして１０月以降は上

限を９千円として若干負担軽減を行い、公費支

援を行っています。 

また入院医療費についても、高額療養費制度

を活用する点で、９月末までは自己負担限度額

から最大２万円、１０月以降は少し減らして、

自己負担をさらに１万円の減額で公費支援をし

て対策を取っています。 

また相談対応においても、２４時間対応は継

続していて、その間に昨年度２万３，２５９件

の相談に適切に対応したと考えています。 

あと予防計画、医療措置協定の締結状況です。 

まだ締結作業中ですが、現在約９００機関との

締結を進めているところです。中身を精査中で

すが、病床確保や発熱外来などの医療提供体制

について、今予防計画の目標値が達成できてい

るかを精査しています。今後確定したら公表し

ますが、予防計画に掲げた目標はおおむね達成

できる見込みとなっています。 

協定締結の医療機関に対しての設備や施設の

整備状況ですが、交付申請ベースで施設整備は

４５件で７千万円、設備整備に関しては８６件

で２億１千万円を助成する予定としています。 

中野委員 県の対応や方針等がよく分かりまし

た。 

新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ

た感染症法の改正が行われました。今のところ

県内の定点当たりの患者数は注意報発令の基準

を下回っていますが、県としては県民に対して

引き続き場面に応じた感染対策をお願いしてお

り、引き続き感染症への対応力の強化のための

取組をお願いしたいと思います。 

吉村委員 ありがとうございます。端的に伺い

ます。 

まず、主要な施策の成果２６ページのヤング

ケアラー等支援体制強化事業については、堤委

員、玉田委員からの質疑の中でおおよそ分かり

ましたので、１点だけ。もし保護者に対する指

導や保護者向けの支援を何かやっているのがあ

れば、お聞かせください。 

次に、同じく１４ページのおおいた子育てパ

パ応援事業について、恐らく合計１８回程度の

各種講座があると認識していますが、その参加

人数とコミュニティづくりの状況、また今後の

取組について伺います。 

三重野こども・家庭支援課長 保護者に対する

指導です。 

児童家庭センター等が家庭に入ったときに、

子どもだけでなく保護者にも今後の家庭指導、

子どもに対する対応等をしっかり伝えながら指

導しています。 

鈴木こども未来課長 おおいた子育てパパ応援

事業についてお答えします。 

各講座の開催状況ですが、出前講座が１３９

人、コミュニティづくり講座が延べ６５人、プ

レパパ講座が５３人、パパ事業支援者向け講座

が２３人、親子イベントが１５９人、計４３９

人に参加いただいています。 

また県の講座をきっかけに、おおいたパパく

らぶ、日田市ではぼんちパパ倶楽部、宇佐市で

はＵＳＡパパくらぶ、またそのほかにも日出町

で日出ッＰａ！などが独自にイベントやオフ会

等を開催していて、県内で四つの団体が活動を

継続しています。 

吉村委員 ありがとうございます。ヤングケア

ラーはよく分かりました。是非、伴走型の支援

もお願いできればと思います。 

子育てパパもありがとうございます。父親が

子育てに参画することの意義としては、母子保

健や社会的な課題解決に向けてのメリットが考

えられるかと思いますが、私も他の事業を見落

としているのかもしれませんが、この子育てに

参画するお父さんへの支援も大事な視点ではな

いかなと思っています。 

様々調べてみると、産後うつは男性も同じよ

うに可能性としてはあり得ると言われています。

参画しろというのは非常に大事なことですが、
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それに加えてお父さん向けの支援も今後検討を

いただければと思います。よろしくお願いしま

す。要望です。 

小川副委員長 ほかに、事前通告されていない

委員で質疑はありませんか。 
末宗委員 ちょっと１点だけなんだけどね、あ

との人もだいぶいるみたいやから。８９ページ

健康対策諸費で３億３千万円くらい予算があっ

て３億３，１６７万円、１００万円ぐらいしか

使っていないんだけど。予算を取るときに相当

熟慮して予算を取っているわけなんだけどね、

どういうわけで１００万円使って３億７００万

円ほど戻して、この第１目か何かどうか分から

んけどね、予算が６億４千万円くらいで国に半

分以上返納しているんよね。予算を取ったとき

の目的は何だったのか、ちょっと中身を教えて

いただきたいんだけど。 

小川副委員長 末宗委員、どの資料ですかとい

うことです。 

末宗委員 どの資料って、この資料の８９ペー

ジにあるんだけどね、違うんか。（「事業別説

明書」と言う者あり）違うんか、資料が。これ

は福祉保健部ではねえんか。（「決算事業別説

明書で合っています」と言う者あり）合っちょ

るのう。 

池邉健康政策・感染症対策課長 ちょっと調べ

て後ほど回答します。（「この時間の中で」と

言う者あり）国庫返納金のところが、ちょっと

私が手元に、中身を把握していませんので、詳

細を調べて後ほど回答します。（「よう勉強し

ちくりい」と言う者あり） 

小川副委員長 ほかにありませんか。 

〔「なし」と言う者あり〕 

小川副委員長 ないようなので、事前通告が３

名の委員外議員から出されているので、事前通

告のあった委員外議員の質疑を行います。 

猿渡委員外議員 お疲れ様です。 

主要な施策の成果３０ページ、子どもの居場

所づくり推進事業です。目標値を大きく上回っ

て令和４年度は１０６か所、令和５年度には１

３０か所と居場所づくりが進んでいます。それ

だけ切実なニーズがあり、そのニーズに応えな

がらボランティアなどで苦労して応えているの

だと思います。 

本来ならば、こども食堂などが必要ない社会

にしなければならない。こういう状況になって

いるのは政治の責任だと思っていますが、現状

として必要とされているわけで、こども食堂な

どの皆さんから、空き家を低家賃であるいは無

償で借りることができないかとか、補助金の申

請書類が多くて非常に大変だと。もっと書類の

簡素化ができないかなどの声が聞かれています。

書類の簡素化など活用しやすい工夫や支援策の

充実が必要だと思いますが、今後改善できない

か答弁いただきたいと思います。 

２点目、同じく主要な施策の成果１５ページ、

保育環境向上支援事業、働き方改革にどのよう

に取り組み、どのように進んできたのか。 

私は昔、保育士だったときに、持ち帰り仕事

が非常に負担だったのですが、現状持ち帰り仕

事はどうなっているのか。減っているのか、そ

の点を御答弁ください。 

三つ目、６４ページ障がい者就労環境づくり

推進事業。合同企業説明会などに取り組んでき

たわけですが、その成果について具体的に教え

てください。 

以前、常任委員会の中で、就労継続支援Ａ型

事業所などに通われている方が就活を頑張れば

頑張るほど交通費がかさんだり、その分の工賃

が少なくなってしまう。元から少ない工賃が、

その日働けないのでますます少なくなってしま

うという声を紹介して対策を求めたことがある

んですが、問題の解決にこの合同説明会等がつ

ながっているという理解でよいのか教えてくだ

さい。 

三重野こども・家庭支援課長 １点目、こども

食堂です。 

寄附金を財源とする支援は、申請手続を不要

にするなど簡素化を図っていて、団体から大変

助かるという声もいただいています。 

一方、こども食堂の立ち上げ、機能強化に対

する助成については、今年度から市町村に窓口

を変更して負担の軽減を図っています。 

市町村の段階で相談があったときに、空き家
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の活用等にも相談に乗るようにしているので、

その辺も市町村に徹底していきたいと考えてい

ます。 

鈴木こども未来課長 保育環境向上支援事業の

うち、持ち帰りの仕事が減ったのかです。 

本県では、働き方改革を目指す各園にコンサ

ルタント等を派遣して、モデル園を９園つくっ

て、モデル園に行って研修する等により、働き

方改革を県内の各園に広げているところです。 

この取組により、具体的には登降園管理や保

護者連絡といった保育ＩＣＴの導入や、ノンコ

ンタクトタイムの導入、また書類の簡素化、保

育日誌等の処理の簡素化などが進められていま

す。 

これらの取組によって働き方改革を進めた園

では、園長や職員に改善の意識が育って、特に

持ち帰り仕事が多かった行事の準備の際に一斉

にみんなで取り組むこと、また特定の職員に業

務が集中しないことが進み、それによって持ち

帰り仕事が減ったという声をいただいています。

引き続き、働き方改革を県内に進めていきます。 

安田障害者社会参加推進室長 合同企業説明会

の成果についてお答えします。 

議員がおっしゃるとおり、いろんな障がい者

が個別に就労の活動に動くのはなかなか大変な

部分もあります。 

障がい者と企業が直接つながることができる

マッチング機会を拡充したいということで、今

年１月に県主催で説明会を実施しました。当日

は企業が延べ７６社、障がい者や同伴者、この

同伴者の中には事業所の方々とか保護者も含め

てですが、トータル２７５名に参加いただきま

した。 

説明会終了後に実施した参加企業へのアンケ

ート調査では、延べ３８名がその後の企業の職

場見学や実習、面接等につながり、そのうち８

名が採用されたと把握しています。 

また、説明会には雇用アドバイザーも参加し

ており、企業や参加した障がい者、就労支援事

業所等とその後の連携を図り、企業訪問や新規

雇用に結び付けています。 

渡邉審議監 さきほど末宗委員からあった８９

ページの事業の中身ですが、さきほど執行額が

１００万円ぐらいとおっしゃいましたか。それ

とも執行額は、ここに書いている予算の３億円

に対して……（「出しきらんのよ」と言う者あ

り）先に国庫の中身からお答えしますが、事業

の中身が、これは国庫返還金の中身として、令

和４年度の感染症予防事業費国庫負担金、これ

はコロナ関係ですが、この返還金がほぼ２億８

千万円で占めています。この中身が３億３，１

００万円の主なもので、そのほかは小児慢性特

定疾患医療費の負担金の返還金等です。 

ほぼ３億３，２００万円の予算に対して３億

３，１００万円の執行ですので、予算どおりの

執行になっています。 

末宗委員 返納金が３億７００万円というのは

違うんか。今ちょっとこのページを出すのも大

変やった、分からなかったけどね。返納金は３

億７００万円と書いているやろう。何を説明し

たんか。 

渡邉審議監 返納金です。国庫ですね。令和４

年度の国庫を受け入れたものを令和５年度で余

ったのでお返ししたと。その分の歳出が３億３

千万円ということになっています。３億７００

万円です。（「もう少し分かりやすい説明して

くれよ。予算が３億３千万あって３億７００万

って」と発言する者あり） 

小川副委員長 末宗委員、事前通告をしている

と丁寧な答弁ができると思うので、よろしくお

願いしておきたいと思います。（笑う者あり） 

 次に行きます。（「なんち言った。ちょっと

待ちやい、分からんもん。説明が分からんのじ

ゃ」と発言する者あり）分からねば、また後ほ

ど丁寧に説明を……（「ちょっと副委員長待っ

て。後ほど、後ほどっち、今決算特別委員会を

やりよるのに、副委員長が決めることかや」と

発言する者あり） 

 末宗委員、委員会をやっぱりスムーズに、そ

してまた答弁も丁寧にできるように通告制あた

りを取っちょるんですよね……（「そんなら通

告制だけにすりゃいいじゃねえか。とぼけたこ

とを言うなら。」と発言する者あり）だから、

いや、通告制だけではやっぱりこの平等性とい
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うか……（「だから何か」と発言する者あり）

そういったところも加味していただきたいとい

うこと。（「加味なら、大概しよるやないか。

改めて答弁したから聞きよんのやないか。それ

まで待っちょったんや。」と発言する者あり）

しかし、答弁が今のような内容です……（「だ

から、分からないというふうに、もう一遍」と

発言する者あり）だから、分かるように今度は

……（「そんなら副委員長が説明してみいよ、

今言うたの」と発言する者あり）私には説明は

できません。（「そんなら、人が聞くのを黙っ

て聞いちょきやい」と発言する者あり） 

渡邉審議監 もう一度説明します。 

この事業を、国庫返還金を令和４年度に……

（「この事業を取った目的を聞いたの。まず一

番に、まず目的から」と発言する者あり）目的

は、令和４年度に国庫をもらって、その分が余

ったので令和５年度で返すための歳出を組んだ

事業となっています。（「返すため。何のため

に取ったのか教えてくれよ」と発言する者あり）

それが、一つがコロナの関係の感染症予防事業

費国庫負担金です。これの返還分が２億８，２

００万円ほどあります。さらには小児慢性特定

疾病の医療費負担金、これが１，２００万円ほ

ど。それから原爆被爆者の手当交付金、これが

若干４００万円ほどあるという中身になってい

ます。これを国に返したという歳出です。（「

副委員長いいかね」と発言する者あり）（「も

う何回も何回も悪いんじゃないか。回数ちゅう

のがあるんやないか」と発言する者あり）（「

ちょっとあのね」と発言する者あり） 

小川副委員長 末宗委員……（「決まりをちゃ

んと守りながら……」と発言する者あり）後ほ

ど詳細を、また資料で……（「ちょっと待ちや、

副委員長。後ほどって」と発言する者あり）（

「回数があるやろ、回数が。いつまでも言わせ

るな」と発言する者あり）（「何言いよんのか

……」と発言する者あり）末宗委員……（発言

する者あり）冷静にひとつお願いします。（「

あばるんなよ」と発言する者あり）トータルで

の判断をしてください。 

末宗委員 いや、目的を聞いたんよ。そして、

目的を今初めて言うたから質問するわけや。例

えば、いろんなコロナ対策と言っていた。あの

頃はワクチンが足りんとか、検査キットが足ら

んとか、使い道はいろいろあったはずや。それ

を全額返すんだから、それなりに使えん理由も

あったはずや。そこあたりは何も説明せんで、

返すための予算やったとか…… 

小川副委員長 後ほどまた詳しく資料等で説明

をさせますので、よろしくお願いします。（発

言する者あり） 

次に行きます。猿渡議員はよろしいですか。

（「はい」という者あり）はい。それでは、穴

見議員、お願いします。 

穴見委員外議員 多少動揺しています。 

主要な施策の成果２０ページ、おおいた出会

い応援事業についてです。 

冒頭、部長から少し御説明はあったんですが、

日本ではやっぱり統計的に、前年婚姻件数が出

生数に影響するなど、結婚と出産の結び付きが

強いと言われており、やはり出生数を増やすた

めには結婚が重要であると考えられるけれども、

今出会いの場の構築は、民間の婚活事業者も増

え、昨今ではそういうアプリもあると聞いてい

ます。 

そうした状況下で、行政としてこのような出

会い応援事業することは、それらとの差別化も

必要であると思うし、ある程度の成果も求めら

れると思います。出会いサポートセンターのこ

れまでの成婚実績は十分な成果であると考えて

いるのか伺います。 

続いて主要な施策の成果２２ページ、就学前

後の切れ目ない支援体制整備事業についてです。 

５歳児の記録についてですが、先日一般質問

でも成長曲線に関することを伺い、今３割程度

の施設で導入との答弁でした。正直、ちょっと

進捗が遅いと印象を持ったわけですが、とは言

え先日の質問でも触れたように、幼保小の連携

はしっかり進めないといけないと思います。そ

してまた、そのために園とか先生とかも、この

必要性を理解していただくように働きかけてい

く必要があると思います。現状の進捗３割とい

う状況をどのように分析しているのか伺います。 
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最後にもう一点、保育人材の確保についてで

す。この記録の導入を進めるにあたって、現場

の保育士等の作業時間の確保が必要かと思いま

すが、ただでさえ保育現場で働かれる方は多忙

であり、記録の導入が必要とはいえ、作業を増

やしてしまうことにもつながるかと思います。 

現状でも保育人材が不足している昨今におい

て、人材確保、人材育成を並行して行っていく

必要があるかと思いますが、人材確保に向けて

どのように取り組んでいるのか伺います。 

鈴木こども未来課長 ３点御質疑いただきまし

た。 

初めに、おおいた出会い応援事業です。成婚

件数については、本県令和５年に戦後最少の３，

６８９組となっています。 

平成３０年に開設したＯＩＴＡえんむす部出

会いサポートセンターについては、成婚数は６

年間で２１８組となっています。令和２年から

令和４年のコロナ禍の中で多くの出会いが失わ

れたわけですが、その中でもセンターではスマ

ートフォンやＡＩマッチング等を活用して出会

いを応援してきており、婚姻件数は県内では令

和元年と４年で２割ほど減少しましたが、セン

ターでは逆に増えており、公的な結婚支援セン

ターとしての意義はあると思っているし、コロ

ナ禍中でも成婚に結び付けたのは大きな成果の

一つではないかと思っています。 

ただ、県だけの取組ではどうしても限りもあ

るので、そこは民間の団体や市町村ともしっか

り連携することが必要だと思っています。８月

には情報交換会を開催しており、また県内の支

援団体等とも連携しながら、出会いの応援を進

めていきたいと考えています。 

続いて、就学前後の切れ目ない支援体制整備

事業費についてです。５歳児指導の記録は、子

どもの育ちと援助や指導を小学校に円滑につな

ぐために必要なツールです。 

さきほど３割は少ないんじゃないかとお話が

ありましたが、部長も答弁で申しましたが緒に

就いたばかりなので、これをいかに早く広めて

いくかが課題だと思っています。そのために、

保育士等と教員の合同研修会を今開催していま

すし、その上で今後全ての保育所や小学校を対

象にアンケート等を実施して、どこが悪かった

のか、どうして導入できなかったのかなども聞

いた上で、改善できるものは改善して活用を広

めていきたいと思っています。 

それと５歳児指導の記録で、活用については

作業等の時間も要するのですが、要録というも

のを最後に作る際に時間の短縮が図られる等の

メリットもあるので、５歳児指導の記録は活用

いただきたいと思っています。また、保育補助

者を園で雇うときに支援をしているので、活用

いただきながら園での保育の確保につなげてい

ただきたい、そこを支援したいと思います。 

穴見委員外議員 ありがとうございました。５

歳児指導の記録に関して、スタートしたばかり

なので、これからしっかり進めていただきたい

と思うのと同時に、現場の負担増にならないよ

うに。ちょっと二兎を追うようなことを言って

いますが、しっかり両方に取り組んでいただき

たいと思います。よろしくお願いします。 

福崎委員外議員 時間も迫っており申し訳ない

のですが、簡潔に質疑します。 

決算事業別説明書７６ページ、福祉サービス

に関する苦情解決事業費ですが、第三者委員会

設置に関しての予算が執行されています。 

第三者委員会の構成メンバーと苦情申立件数、

解決件数等の実績並びにどのような苦情が多か

ったのか、もしよければ相談事例の紹介等もし

てもらえるとありがたいです。あと、苦情申立

ては利用者側なのか事業者側なのかも教えてく

ださい。 

続いて主要な施策の成果１３ページ、放課後

児童クラブ施設整備事業ですが、共働き家庭が

増える中で、この育成クラブの果たす役割は大

きくなっていますし、登録者数も年々増加して

います。 

ただ、年度当初に希望して入れない子どもも

出てきていて、預けたくても預けられない状況

も発生していると思われます。放課後児童育成

クラブの現状と受入れ希望児童全員の当初の受

入れに向けての取組等についてお尋ねします。 

続いて決算事業別説明書１０９ページ、送迎
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用バス安心・安全対策支援事業費です。これは

幼児等の送迎バスにおける所在確認安全装置の

装備が義務化されたことによる予算措置と思わ

れますが、約７，５００万円に対して４，５０

０万円と執行率６０％となっており、本当に全

てのバスに装備されたか不安でなりません。安

全装置の整備状況と、義務化された子どもの所

在確認、バスへの安全装置の装備等について県

としてどのように確認しているのかお尋ねしま

す。 

それから主要な施策の成果５３ページ、難病

特別対策推進事業です。商工観光労働部にも同

じようなことを聞いたんですが、難病者は社会

や企業においての理解度が低く、就労機会が少

ないように思います。難病患者に対する就労環

境づくりとしてどのようなことに取り組んでい

るのか、改めてお聞きします。 

そして主要な施策の成果６４ページ、障がい

者就労環境づくり推進事業です。商工観光労働

部も同じような事業を行っています。商工観光

労働部との連携をどのように図っているのか、

お尋ねします。 

高木福祉保健企画課長 福祉サービスに関する

苦情処理解決事業についてです。 

第三者委員会、大分県福祉サービス運営適正

化委員会の構成メンバーは、社会福祉や法律、

医療に関する学識経験者１０名となっています。 

令和５年度の苦情受付件数は４８件です。対

象となる申出は利用者側からのものであり、そ

の主な内容は、施設職員の対応への不満や、利

用料金、サービス内容の説明不足などとなって

います。それらの苦情に対しては、まずは県社

会福祉協議会の担当職員が助言や関係機関につ

なぐなどの対応を行っており、その後あっせん

が必要なケースとなれば、第三者委員会を開催

し諮ることとしています。 

なお、令和５年度は委員会等を全３回開催し

ましたが、いずれも審査案件はなく、事務局か

ら苦情受付状況等の報告を行ったところです。 

鈴木こども未来課長 放課後児童クラブについ

てです。 

待機児童は、直近では６市町で７７人となっ

ています。この待機児童解消のためには、施設

整備とともに人材確保の面が重要なので、本県

でも職員の処遇改善のための経験年数などによ

る加算制度や、放課後児童支援員の認定研修に

おいてはオンラインで講座を開催するなどして

支援員確保に努めています。また、労務環境を

改善するために社会保険労務士等をアドバイザ

ーとして派遣するような取組をしています。 

続いて、送迎用バスについてです。 

本事業では、私立幼稚園、認可外保育施設、

公立幼稚園等の送迎バス２９９台に対して補助

しました。対象となる施設の全てのバスに整備

が進んでいます。 

また、予算の執行基準が低くなっていること

については、これは当初県が持つべきと考えて

いたものが、市町村分について国から直接市町

村にいった等によって、県を介さないことで予

算の執行残が出ています。 

なお、市町村補助となった施設の車両につい

ても、全てに安全装置の整備が進んでいます。

あとバスの所在確認等については、県からマニ

ュアルの策定を各施設に求めており、そのマニ

ュアルの整備については指導監査等で確認をし

ています。 

池邉健康政策・感染症対策課長 難病患者に対

しての就労支援に関しては、県が設置している

難病相談・支援センターの相談員と、ハローワ

ーク大分に配置されている難病患者就職サポー

ターが日頃から密に連絡を取っていて、個別の

相談に対して企業に訪問するなどして就労につ

なげています。 

実際昨年度も、在職中の方も含めて３８名か

らの相談があり、新たに就労につながった方も

４名います。今後も引き続き対応していきます。 

安田障害者社会参加推進室長 障がい者雇用に

おける商工観光労働部との連携状況です。障害

者就業・生活支援センターに福祉保健部で配置

している雇用アドバイザーがいます。活動の中

で、商工観光労働部における雇入れ体験事業の

活用を、各企業訪問した際にマッチングも含め

て使用を促しつつ、定着に向けた部分を一緒に

取り組んでいます。 
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小川副委員長 ほかに委員外議員で質疑はあり

ませんか。 

〔「なし」と言う者あり〕 

小川副委員長 それでは本日の質疑等を踏まえ、

全体を通して委員から、ほかに何か質疑はあり

ませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

小川副委員長 ほかにないので、これで質疑を

終了します。 

 これをもって福祉保健部関係の審査を終わり

ます。執行部はお疲れ様でした。 

 これより内部協議に入るので、委員はお残り

ください。 

 

  〔福祉保健部、委員外議員退室〕 

 

小川副委員長 これより内部協議に入ります。 

 さきほどの福祉保健部の審査における質疑等

を踏まえ、決算審査報告書を取りまとめたいと

思いますが、特に指摘事項や来年度予算へ反映

させるべき意見や要望事項等があればお願いし

ます。 

堤委員 子ども医療費の関係で、一応今年度か

ら高校生まで拡充したと。現状はそれ以上のこ

とは考えていないということだったんだけれど

も、せっかく高校生まであって、通院について

は市町村が今小中学校を全部やっていますね。

これを県が半分なら半分助成すれば、今度一時

金、一部負担金をなくした制度の拡充ができる

と思うんですよ。 

だから、今年度は高校生まで実施したので、

次年度以降を含めて今後の拡充も含めて検討し

ていただきたい。このことを是非お願いします。 

末宗委員 さきほどの議論の中で、副委員長か

ら通告という言葉が出たんだけど、委員の中で

の質疑をみんなが通告した後に質疑したわけだ

けど、質疑時間は５分と決まっているよね、大

体。で、再々質疑までよね。俺は質疑は１分以

内に抑えたつもりだったんよ。それで、時間が

ないとか副委員長がさきほど言うたんだけど、

５分間の時間の中で根拠もなしに副委員長がそ

ういう発言をしたんだけど、議員の権利をどの

ように考えているんか、副委員長にちょっと見

識を聞きたいんだけど。 

小川副委員長 私は末宗委員にさきほどから言

ったと思うんですね。丁寧な説明を受けるため

には、事前に通告をしておけば、あなたが納得

するような答弁が引き出せたと思うんです。（

「話をそらさんで」と言う者あり）いやいや、

そらしよるんじゃないで、元はそこなんです。

（「そしたらもう、それをやめりゃいいじゃね

えか、規則であるようになっているのに。規則

で決まっていることを破るんか、副委員長が」

と言う者あり）そういうことも今後の中で検討

させていただきます。 

これは決算審査の意見書の報告書のことです

から、以上でもう末宗委員の意見は終わります。 

小川副委員長 ただいま、委員からいただいた

御意見、御要望及び本日の審査における質疑を

踏まえ、審査報告書案として取りまとめたいと

思います。 

詳細については委員長に御一任いただきたい

と思いますが、よろしいでしょうか。 

  〔「異議なし」と言う者あり〕 

小川副委員長 それでは、そのようにします。 

 以上で福祉保健部関係の審査報告書の検討を

終わります。 

 暫時休憩します。 

午後 ０時２７分休憩 
――――――――――― 
午後 １時０１分再開 

大友委員長 休憩前に引き続き、委員会を開き

ます。 

 これより企画振興部関係の審査を行います。 

 執行部の説明は、要請した時間の範囲内とな

るよう要点を簡潔かつ明瞭にお願いします。 

 それでは、企画振興部長及び関係課室長の説

明を求めます。 

若林企画振興部長 連日の御審査、誠にありが

とうございます。引き続きよろしくお願いしま

す。 

それではまず、私より企画振興部関係につい

て、お手元の資料番号１３番、令和５年度決算

特別委員会審査報告書に対する措置状況報告書
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により説明します。資料の１６ページをお開き

ください。 

 （３）個別事項の③財産引き渡し後の利活用

に関する補助金の交付についてです。右側の措

置結果の欄を御覧ください。 

 これは令和３年度に交付決定した補助事業者

について、補助事業完了後に経営環境が悪化し

事業継続が困難となったことから、県において

令和４年度末に補助金３千万円の全額返還を命

じたものの、未収債権となっている案件です。 

 定期的な催告を実施していますが、事業者は

令和５年１０月１９日に大分地方裁判所から破

産手続開始決定を受け、破産手続を開始してい

ます。以後これまでの間、定期的に開催されて

いる財産状況報告集会などの債権者集会に参加

し、補助金の返還に向けた取組を継続していま

す。 

 なお本事案の発生を受け、地域活力づくり総

合補助金において、令和６年度より補助金額が

１千万円以上のハード事業については、中小企

業診断士等の外部専門家に依頼し、事業者の財

務健全性や事業計画の実行可能性等を評価する

新たな審査制度を設けて、補助事業の継続性に

ついて慎重に考慮することとしています。 

 続いて、資料の１７ページを御覧ください。 

 ④移住・定住施策と他施策の連携についてで

す。右側の措置結果の欄ですが、指摘事項を踏

まえた新たな取組などについて説明します。 

 地域の担い手不足への対応は喫緊の課題であ

ることから、農地転用などの住宅に関する相談

窓口を設け、若者の定住を促進しています。ま

たネットワーク・コミュニティについても、さ

らなる高齢化を見据え、コミュニティの広域化

や担い手確保の取組に対する支援を強化してい

るところです。このほか、本年２月にはネット

ワーク・コミュニティの運営組織を対象とした

研修会を開催し、若年層の取り込みに成功して

いる先進事例の共有を図っています。 

 指摘されている関連事業の情報共有について

は、毎年度、年度当初に市町村の担当課を対象

とした説明会を開催し、詳細に事業説明を行う

とともに意見交換等を通じ、緊密な連携に努め

ています。 

 また、東京・大阪・福岡で開催している移住

相談会においては、今年度から空き家、地域お

こし協力隊、仕事、子育てのテーマを設けて開

催しており、関連する事業の情報発信を行って

います。 

 なお、特定地域づくり事業協同組合制度の活

用については、まずは制度の周知が必要と考え

ており、昨年度は大分県中小企業団体中央会と

連携して西部、豊肥、東部地域において説明会

を実施しました。今年度は北部、南部、中部地

域において説明会を開催することとしています。 

 続いて資料番号１１番、大分県長期総合計画 

の実施状況について、主要な施策の成果（事務

事業評価）令和５年度実績について、主な事業

を説明します。まず、資料の１２８ページをお

開き願います。 

 一番上のネットワーク・コミュニティ推進事

業です。一番左の事業名・事業概要・事業費欄

にあるように、この事業は住み慣れた地域に住

み続けたいという住民の希望をかなえるため、

地域コミュニティ組織が行う地域課題の解決や

デジタル化等に対し、市町村と連携して助成す

るほか、新たな組織の設立を支援するものです。 

 右上の成果指標のネットワーク・コミュニテ

ィ構成集落数については、目標値の２，０２０

集落に対して、実績値は１，９５４集落で評価

はＢとしています。人口減少・少子高齢化が進

む中にあって、地域の担い手不足が喫緊の課題

と認識しており、本年度から運営組織の再編・

連携等の広域化や担い手確保支援枠の創設によ

り、地域コミュニティ組織の担い手確保を後押

ししています。あわせて、さらなる人口減少を

見据え、限られた資源の集中的・効率的な利用

など、持続可能な地域づくりについても検討に

着手しています。 

 １６１ページをお開きください。 

 若年者移住サポート事業です。この事業は若

年者の移住を促進するため、転職なき移住の推

進に向け、都市圏のリモートワークが可能な企

業等に対して働きかけを強化するとともに、若

年者のニーズにあった情報発信や移住に向けた
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転職支援を行うためのものです。 

 右上の成果指標のキャリア相談者数について、

目標値の５０人に対し実績値５２人で、評価は

Ａとなっています。キャリア相談から転職・移

住までを伴走型で支援することで、若年層の転

職移住を促進することができました。また、企

業連携モニターツアーでは、都市圏企業等が地

域の事業者や移住者との交流、フィールドワー

クなどを通じて、地域課題の解決に向けた提案

を行うとともに、今後の連携・協力を目指し、

令和６年３月には参加企業等１５者とパートナ

ーシップを構築することができました。 

 今後もパートナーシップ宣言企業と継続した

連携を図り、転職なき移住につなげていきます。 

 続いて、３３８ページをお願いします。 

 一番上の芸術文化活用交流促進事業です。こ

の事業は一昨年に開催した東アジア文化都市２

０２２大分県のレガシーを継承し、芸術文化の

振興や地域活性化を促進するため、中国・韓国

との交流支援や産業等との連携に取り組むもの

です。 

 右上の成果指標の補助金活用後の自走事業者

数については、目標値の５団体に対し実績値は

６団体で、評価はＡとなっています。東アジア

文化都市開催の翌年にあたる昨年は、経営指導

員や地域おこし協力隊員などを対象に、芸術文

化を観光や産業などの他分野へつなぐことので

きる人材の育成講座を４回開講し、地域活性化

に資する芸術文化の活用について受講者の意識

向上が図られました。また補助金については、

東アジア文化都市参加者が中心となって活用し、

中国・韓国との文化交流に積極的に取り組んで

いただきました。 

 今後も引き続き、両国との草の根交流の支援

や芸術文化の創造性を産業分野に活用できる人

材の育成により地域活性化を図っていきます。 

 ３５８ページをお開き願います。 

 一番上のツール・ド・九州推進事業です。こ

の事業はサイクルスポーツの振興と地域活性化

を図るため、国際自転車ロードレース、ツール

・ド・九州の開催や機運醸成イベントに取り組

むものです。 

 右上の成果指標のツール・ド・九州大分ステ

ージの観戦客数については、目標値の２万６千

人に対し実績値は２万７千人で、評価はＡとな

っています。県内各地での周知イベントやター

ゲティング広告等を行った効果もあり、大会当

日にはイベント会場等で大きな賑わいを創出す

ることができました。来週の１０月１２日土曜

日に開催される２０２４大会は、１０時に別府

市の立命館アジア太平洋大学をスタートし、由

布市、九重町を経由し、日田市の大原八幡宮前

でゴールするコースとなっています。開催する

四つの市町とそれぞれで賑わい会場を設け、昨

年度以上のにぎわいを創出していきます。 

 ３５９ページをお開き願います。 

 おおいたラグビー次世代継承事業です。この

事業はラグビーワールドカップ２０１９大分開

催のレガシーを次世代に継承し、ラグビー人口

の拡大及び地域の活性化を図るため、大分県ラ

グビーフットボール協会や横浜キヤノンイーグ

ルスなどと連携した取組を行うものです。 

 右上の成果指標の横浜キヤノンイーグルスホ

スト戦観戦者数については、目標値の５千人に

対し実績値は５，３１５人で、評価はＡとなっ

ています。大分県ラグビーフットボール協会や

横浜キヤノンイーグルスと連携し、大分県ラグ

ビーフェスティバルやラグビークリニックなど

を開催して、新たなラグビーファン層の獲得に

より観戦者数増加を図ることができました。昨

年は、ラグビーワールドカップ２０２３フラン

ス大会が行われ、日本代表応援イベントとして

大分駅前広場でパブリックビューイングを２回

開催し、それぞれ約１千人の方に来場いただき

ました。 

 今後も大分県ラグビーフェスティバルや横浜

キヤノンイーグルス所属選手によるラグビーク

リニックなどの実施により、ラグビーの持つ多

様性や尊重といった魅力を伝え、子どもたちの

豊かな心の醸成に貢献し、地域活性化を図りま

す。 

 続いて、３６５ページをお開き願います。 

 上から２番目の貨物自動車運送業環境改善緊

急支援事業です。この事業は、いわゆる２０２
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４年問題に直面する貨物自動車運送事業者の経

営環境等を改善するため、価格転嫁や人材確保

等に取り組む事業者に対し、支援を行うもので

す。 

 右上の成果指標の補助申請率について、目標

値８０％に対し実績値は９８％で、評価はＡと

なっています。ほぼ全ての運送事業者から申請

があり、価格交渉や労働条件改善のための取組

を後押しできたところです。 

 提出された価格交渉記録によると、従来の商

慣行により困難とされていた荷主への価格交渉

が進んできた一方で、燃料サーチャージ制度に

ついては、いまだに荷主側の認知度が低いこと

が分かりました。当該事業は終了しますが、引

続き県トラック協会や運輸局等と連携し、サー

チャージ制度のさらなる浸透を図っていきます。 

 次に、３７０ページです。 

 下段の東九州新幹線推進事業です。この事業

は東九州新幹線等の基本計画路線から整備計画

路線への格上げを図るため、大分県東九州新幹

線整備推進期成会を中心とし、県民の機運醸成

を図るとともに、関係機関への要望活動を行う

ものです。 

 右上の成果指標の説明会やシンポジウム等の

参加者数について、目標値４００人に対し実績

値は８１５人で、評価はＡとなっています。九

州や四国の関係県を交えたシンポジウムでは、

県内外から多くの方に御参加いただき、パネル

ディスカッションにおいて関係県が連携して機

運を醸成していく必要性を共有しました。また

地域別説明会を県内６か所で開催し、県民と意

見交換会を実施しました。 

 令和６年度も東九州新幹線等の早期実現に向

け、引き続き県民の機運醸成や関係機関との連

携強化、国等への働きかけを行っていきます。 

 恐れ入ります。続いてお手元の資料番号１６

番、令和５年度行政監査・包括外部監査の結果

の概要について、関係部分を説明します。資料

３ページの令和５年度行政監査結果の概要をお

開き願います。 

 ２の監査テーマ及び目的ですが、昨年度は提

案競争の実施状況についてをテーマに監査が行

われました。企画振興部では２件の指摘をいた

だいているので説明します。５ページをお開き

ください。 

 一番下の項目２提案競技における公平性、透

明性及び競争性の確保について（１）事業者の

募集や選定手続の改善事項３、提案競技の応募

者が参加資格を満たしているかどうかについて

は、事業の担当者による確認だけでなく、提案

競技の実施前に参加資格確認の決裁手続を行う

ことにより、組織として確認した経緯を明確に

することについてです。この指摘を踏まえ、提

案競技の実施前に事業担当者による確認だけで

なく、参加資格確認の決裁手続を行うよう改め

ました。 

 続いて、７ページをお開き願います。 

 一番上の項目２提案競技における公平性、透

明性及び競争性の確保について（２）審査基準

の設定の改善事項６、提案競技の公平性及び透

明性を確保するとともに、所属が求める趣旨に

沿った優れた提案につなげるため、審査基準及

び配点を事前に公表することについてです。当

該指摘を踏まえ、審査基準及び審査項目ごとの

配点を募集要項に明記し、公表するよう改めま

した。 

 恐れ入ります。資料９ページの令和５年度包

括外部監査結果の概要をお開き願います。 

 ３の監査テーマ及び監査対象のとおり、昨年

度は債権管理に関する財務事務の執行について

をテーマに監査が行われました。資料１０ペー

ジをお開き願います。 

 企画振興部では、大分県地域活力づくり総合

補助金について２件指摘をいただいたので説明

します。 

 左端の番号１ですが、補助金交付先の財政状

態の把握についてでは、改善事項として、補助

金交付決定時における交付先企業の審査を強化

する必要がある。その下の２事業計画の実行可

能性の検討について、新規ビジネスに対して補

助金を交付する場合、事業計画の実行可能性を

慎重に検討する必要があるとの指摘をいただき

ました。 

 これらを踏まえ、補助金額が１千万円以上の
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ハード事業を対象に、中小企業診断士等の複数

の専門家から、事業者の財政健全性及び事業計

画の実行可能性について意見を聴取し、採択の

可否を決定するよう改めました。今回の監査結

果を踏まえ、今後同様の事案が生じることのな

いよう、適正な事務処理に努めます。 

鈴木政策企画課長 令和５年度の企画振興部関

係の決算状況について、一括して説明します。

資料番号９番、令和５年度決算附属調書の１４

ページを御覧ください。 

 最初に、歳入決算の予算額に対する増減額に

ついて主なものを説明します。左端の科目欄の

一番上、国庫補助金の総務費国庫補助金が２億

２，５３３万４，２１５円の減となっています。

これは主に、物価高騰対応重点支援地方創生臨

時交付金において、地域公共交通燃料高騰緊急

支援事業費が繰越しとなったことなどによるも

のです。 

 次に、２９ページをお開きください。 

 不用額について主なものを説明します。左端

の科目欄の中ほど、企画費の企画総務費９６９

万７，７１４円です。右側の理由欄にあるよう

に、これは外国人受入環境整備事業費において、

多言語コールセンターを利用する相談件数が当

初の見込を下回ったことより、外国人総合相談

センター運営費の委託料が減少したことなどに

よるものです。 

 その下、企画調査費の１億４，５０１万９，

０２９円です。これは地域活力づくり総合補助

金において、精算に伴う事業費の減額等により

補助金の所要額が当初の見込みを下回ったこと

などによるものです。 

 その下、広報費の７６３万２３３円です。こ

れは、おおいたブランド戦略強化事業費におい

て、海外向けプロモーション動画の作成につい

て既存の媒体を活用するなど節約に努めたこと、

また広報活動費において、突発的に広報を行う

必要が生じた場合に備えて予算額を確保してい

たものの、結果的にその機会がなかったことな

どにより、いずれも委託料の所要額が見込みを

下回ったことなどによるものです。 

 ２行飛んで、交通対策費の９，２８０万３，

０７５円です。これは、貨物自動車運送業燃料

高騰緊急対策事業費において、運送事業者に対

するエコタイヤの購入補助が当初の申請見込み

を下回ったことになどによるものです。 

 次に、４０ページを御覧ください。 

 収入未済額について説明します。左端の科目

欄一番下の雑入です。金額欄２億９，１２７万

７，２８５円ですが、このうち企画振興部分に

ついては、右側のおおいた創生推進課の行にあ

る地域活力づくり総合補助金において、返納義

務者の支払能力不足による滞納から３千万円が

収入未済となっているものです。 

 以上で企画振興部の決算附属調書についての

説明を終わります。 

 続いて各課の主な事業のうち、さきほど部長

が主要な施策の成果で報告したもの以外につい

て説明します。 

 まず、政策企画課分です。お手元の資料番号

１０番、一般会計及び特別会計決算事業別説明

書の５２ページを御覧ください。 

 第２目企画調査費の事業説明欄中ほど、新長

期総合計画策定事業費１，２６９万７，９３６

円です。時代の要請や潮流の変化を読みとった

上で、多くの県民の声を反映させた新たな長期

総合計画を策定するため、各分野の有識者を構

成員とする県民会議などを開催するとともに、

県民意識調査を実施したものです。 

 多様な意見を踏まえて作成した計画について

は、先般の第３回定例県議会にて議決をいただ

きました。今後とも県議会の皆様をはじめ、市

町村や経済界、ＮＰＯなど様々な方々と連携し

ながら、１０年後の目指す姿を実現すべく着実

に計画を実行していきます。 

工藤おおいた創生推進課長 おおいた創生推進

課関係の主なものを説明します。５５ページを

お願いします。 

 第２目企画調査費の上から３番目、スキルア

ップ移住推進事業費３，５１８万１１２円です。 

この事業は求人が堅調なＩＴ分野や人材が不足

している保育士、介護職、看護職への県外から

の就職による移住を促進するため、資格取得か

ら就職までの支援を実施しました。この事業は
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令和３年度から実施しており、令和５年度まで

に１２８世帯、１９２人が移住しています。 

 次の５６ページをお願いします。 

 上から２番目、地域活力づくり総合補助金２

億９，８２４万５，９１４円です。この事業は

地域活力の維持・発展を図るため、地域住民等

が行う魅力ある地域づくりや特色ある取組を支

援したものです。 

 本格的な事業実施前の調査研究や試行等の挑

戦を支援するチャレンジ枠、地域資源等の特色

をいかした持続可能な取組の立ち上げや定着を

支援する地域創生枠、空き家を活用した地域活

性化につながるビジネス化の取組を支援する空

き家ビジネス活用支援枠の三つの枠を設定して、

令和５年度は１０７件の取組を支援しました。

なお、国際情勢の急転により国内での資材調達

が困難な状況となったことから、決算額とは別

に６００万円を本年度繰越しとしています。 

田吹国際政策課長 国際政策課の主な事業につ

いて説明します。５８ページをお開きください。 

 第１目企画総務費の上から４番目、外国人留

学生支援事業費３，８４８万２，６７４円です。

この事業は留学生の経済的負担を軽減し、学業

及び地域活動に専念できる環境を整備すること

を目的としたものです。 

 優秀な私費留学生に対し月額３万円の奨学金

を支給するとともに、大分県スタディツアー等

を開催し、留学生の本県への理解を深めました。

さらに、おおいた留学生ビジネスセンターによ

る留学生と県内企業のマッチングなど、インタ

ーンシップ生を積極的に受け入れる県内企業も

支援しました。 

 続いて、一つ下の外国人受入環境整備事業費

２，１１１万７，４４３円です。この事業は外

国人住民が日常生活や社会生活を円滑に営み、

安全に安心して暮らせるよう受入環境を整備し

たものです。 

 具体的には、外国人総合相談センターに常駐

の相談員を配置し、弁護士等の専門家と連携し

て、入管手続や雇用・労働等に関する相談に対

応しました。また、日本語学習支援人材の育成

や地域の日本語教室の開設・運営支援、災害時

に外国人を支援する人材の育成等にも取り組み

ました。 

宮成芸術文化振興課長 芸術文化振興課の関係

事業のうち、主なものについて説明します。資

料の６１ページをお開きください。 

 中ほどの上から４番目にある県立総合文化セ

ンター機能向上改修事業費４，１４８万３，５

００円です。これは、ｉｉｃｈｉｋｏ総合文化

センター天井耐震改修工事にあわせて、施設の

機能向上やユニバーサルデザイン化を図るため

に要した経費です。 

 令和５年度は、グランシアタ及び音の泉ホー

ルの車椅子対応可動席の新増設やピアノの新規

購入及び修理等が完了しました。なお、このほ

かにも女性用トイレの拡大や舞台設備のデジタ

ル化などを行っており、令和６年度に４億６，

４６２万５千円を繰り越し、この５月には改修

を完了させて、本県の芸術文化活動の拠点とし

ての魅力をさらに高めることができました。 

佐藤スポーツ振興室長 スポーツ振興室の関係

事業のうち、主なものについて説明します。６

１ページを御覧ください。 

 一番下にある大分スポーツ地域活力創出事業

費３，８７３万５４５円です。これは、東京２

０２０オリンピック・パラリンピックのレガシ

ーを継承し、地域の魅力向上や交流人口の拡大

等を図り、スポーツによる地域の活力を創出す

るためナショナルチームなどのトップチームの

スポーツ合宿誘致等に要した経費です。 

 トップチームの県内合宿誘致について、昨年

はハンガリー、アメリカの水球女子代表チーム

や箱根駅伝強豪校の青山学院大学陸上競技部な

どを受け入れており、令和５年度の合宿受入れ

件数は前年度の１７件を上回る２４件となって

います。 

柴北広報広聴課長 広報広聴課関係のうち、主

なものについて説明します。６３ページをお開

きください。 

 第３目広報費の一番上、広報活動費２億１，

１９２万２，７０５円です。この事業は県の取

組や魅力、県政の主な事業やイベントの告知、

各種啓発や募集などの情報発信を行うためのテ
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レビ・ラジオ番組の放送や新聞５紙への記事掲

載、また県政の重要課題や施策を県民に広く周

知し、県政への理解を得るための広報紙、新時

代おおいたの発行及び県内全世帯への配布等に

要した費用です。 

 次に、一番下のおおいたブランド戦略強化事

業費１億２４３万５９０円です。この事業は、

おんせん県おおいたのさらなる魅力向上を図る

ため、温泉をはじめとする本県の持つ多彩な魅

力に関する情報をその内容や情報を届けるター

ゲットに応じた最適な媒体を活用して効果的に

発信したものです。 

 具体的には温泉と宇宙を組み合わせた、宇宙

ノオンセン県オオイタプロモーションの展開、

本県の魅力を首都圏の若い女性などに発信する

Ｗｅｂマガジン、ｅｄｉｔ Ｏｉｔａ（エディ

ットおおいた）による情報発信を行いました。

さらにパブリシティ活動として、本県の観光情

報などを首都圏や関西圏のメディアにテレビや

雑誌などで積極的に発信しました。この結果、

活動広告換算費で約１８４億円の露出効果につ

なげることができました。 

穴南統計調査課長 統計調査課関係の事業につ

いて説明します。６５ページをお開きください。 

 第７項統計調査費です。まず、第２目委託統

計費１億２，９２４万７，１２１円です。これ

は総務省、厚生労働省など国の関係機関から受

託して行う基幹統計調査等の実施に要した費用

で、財源は全額国庫支出金です。労働力調査や

小売物価統計調査など、毎年実施している経常

調査等のほか、５年に１度の周期で実施される

令和５年住宅・土地統計調査などの周期調査を

実施したものです。 

 続いて、６６ページを御覧ください。 

 第３目県単統計費５１３万５，２５６円です。

これは県が独自に実施する県民経済計算や景気

動向指数、毎月の人口推計などの調査に要した

経費です。 

幸野交通政策企画課長 交通政策企画課関係の

事業の決算について説明します。６８ページを

お開きください。 

 第６目交通対策費の上から２番目、大分空港

海上アクセス整備事業費６３億５０１万６，５

６５円です。この事業は大分空港へのアクセス

改善を目的とするホーバークラフトによる海上

アクセスの実現を図るため、船舶の調達や発着

地の整備を行ったものです。 

 西大分側と国東側の発着地整備費については、

艇庫や斜路、ターミナルなどの整備が令和６年

２月に完了し、各種整備にかかる工事費等の支

払を行いました。船舶購入費についても令和６

年３月に３番船の引渡しが行われ、３隻全ての

引渡しが完了したので、これまで支払を行って

きた契約金額の残りを支払いました。加えて、

船舶の建造に係る監理・監督業務の委託にかか

る費用などの支払も行いました。 

 なお、繰越事業費３９億２，６７６万４，２

００円については、発着地整備にかかる費用で

す。本事業は国の地方創生拠点整備交付金を活

用しましたが、国の経済対策として令和４年度

に追加で予算化されたので、令和４年度３月の

補正予算にて受け入れ、令和５年度に繰り越し

たものです。発着地の整備や船舶３隻の調達が

昨年度中に完了したことから、本事業について

は令和５年度で終了しました。 

 ホーバークラフトの運航開始に向けて、運航

事業者において引き続き安全運航を第一に訓練

を重ねていただき、万全の体制で就航の日を迎

えられるよう、しっかりと取り組んでいただき

たいと考えています。 

田原地域交通・物流対策室長 地域交通・物流

対策室の関係事業について、主な事業を説明し

ます。資料の６９ページをお開きください。 

 上から四つ目の地域公共交通燃料高騰緊急支

援事業費１億３，５０９万１，３３０円です。

この事業は燃料費の高騰により、厳しい経営状

況にある地域公共交通事業者の事業継続を支援

するため、バスやタクシーのガソリン等にかか

る経費の補助を行ったものです。 

 令和４年に国がコロナ禍における燃料価格の

激変緩和対策を行うことを発表したことに伴い、

国の燃料価格激変緩和補助金にあわせて、県と

しても燃料価格の激変緩和前後の差額に対して

一部補助を行っています。交通事業者からは、
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給料の支給も苦慮している中、非常にありがた

かったなどの声をいただいた一方で、燃料費の

高騰は、いまだに厳しい状況が続いています。

国の激変緩和対策は今年度末までに期間が延長

されていますが、引き続き国の動向を注視しな

がら、交通事業者の事業継続に対する必要な支

援を検討していきます。 

大友委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。 

 執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し私から指名を受けた後、自席で起立の上マイ

クを使用し簡潔かつ明瞭に答弁願います。 

 事前通告が６名の委員から出されているので、

まず事前通告のあった委員の質疑から始めます。 

堤委員 まず一つ目が、決算事業別説明書６８

ページの今説明があった大分空港海上アクセス

整備事業費の関係です。これはホーバークラフ

トの試験運航における事故が結構多発したんだ

けど、様々な対策等を講じて――人的な教育と

か、管理体制等いろいろやってきたと思うけど

その結果としてまた事故が起きたとかね、そう

いう状況を繰り返しているわけです。そういう

点では、上下分離方式でホーバークラフトと発

着場は結局無償で貸付けするわけです。だから、

そういう運航上の安全性をどう担保するのかと。

今度は人を乗せて運航するわけだから、そうい

う点でその担保をどういう形で、県民に安全だ

と知らせていくのか、非常に心配になるわけで

す。その点について、まず１点聞きます。 
 次に、東九州新幹線と太平洋新国土軸の関係

です。今回、主要な施策の成果の中でも大分県

東九州新幹線整備推進期成会の取組等に書いて

いるけど、その現状は今どうなっているのか。

また、その中での並行在来線とか人口流出とか、

本支店の撤退など負の影響について、期成会の

中で議論されているのか。その協議結果等はど

のように公開されているのかと、太平洋新国土

軸の方は、国への働きかけをたび重なってやっ

ているけれども、その結果及び研究活動の内容

はどうなっているのかを聞きます。 
 最後に委員長ごめん、さっきの部長説明の中

で、もう少し詳しく聞きたい中身があるから追

加で一つよろしく。 
 貨物自動車の運送業環境改善で、さきほど部

長が説明されました。それで、これはトラック

の台数に応じて、大きいのと中くらいので補助

金を出すんだけど、それを受けて価格交渉をし

て記録を取りましたと。それで、価格が荷主と

の交渉でどう改善されているのか。結局、この

補助金がなくてもやっていけるようにするため

の補助金だから、そういう具体的な価格転嫁に

ついては、荷主の大体９割が承諾したとか、ど

れくらい上がったとか、そういうところをもう

少し具体的に説明してください。 
幸野交通政策企画課長 ３点質疑をいただいた

のでお答えします。 
 １点目のホーバークラフトの安全性の確保、

担保についてです。 
ホーバークラフトについては、訓練中の事故

が４回起きています。その都度、運航事業者に

おいて原因究明や再発防止策の検討を行ってき

ています。運航事業者に確認をしたところ、人

的な教育としては４回の事故のうち、３回が起

きた空港側のＳ字航走路の訓練を集中的に実施

することとしたほか、操縦士のみならずその他

の職員に関しても外部の講師による安全運航の

意識を高めるための安全研修を実施したところ

です。また、４回目の事故が起きた西大分側の

斜路については、船体が艇庫に向かって直角に

侵入することができずに起こった事故です。そ

の操船手順を徹底するとともに、操縦士が当初

訓練を受けた英国グリフォン社の熟練の教官を

再度招いて、改めて操船技術向上のための追加

訓練を実施したとのことです。 
 管理体制の強化としては、気象や海象を適切

に把握し、船舶の運航を管理する職員の追加配

置や運航中の船舶の航行状況を確認するための

運航中の船の動静が分かるシステムの導入等を

実施したとのことです。また、気象情報提供会

社と連携して、空港側の航走路に気象・海象確

認カメラを設置することで、気象・海象予測や

助言の提供を受けることとしました。４回の事

故が起こる都度、その原因を追求し、次は同じ

事故を起こさない取組を一つずつ重ねてきてい
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るとのことです。県としても運航事業者には安

全な運航を第一に、訓練を重ねていただきたい

と、その都度要請をしています。 
 ２点目です。東九州新幹線推進事業費におけ

る期成会の取組や、そのマイナスの効果につい

て回答します。 
 県内の市町村や商工団体等で構成する大分県

東九州新幹線整備推進期成会は、東九州新幹線

等の早期実現に向け、昨年１１月に国へ要望活

動を行ったほか、九州四国の関係県を交えたシ

ンポジウムの開催や大分駅でのデジタルサイネ

ージ広告、地元情報誌への紙面掲載などを実施

し、県民等の理解促進と機運醸成を図っていま

す。また、毎年開催している総会においては有

識者による講演を企画し、その中で先行して開

通した路線における交流人口増加など、プラス

の効果だけでなく、並行在来線や事業の拡大等

に伴う企業活動の変化などについても研究を重

ねています。なお、こうして得られた知見に関

しては、昨年度に県内６か所で開催した地域別

説明会等において、県民の皆さんに説明したと

ころであり、今年度も引き続き開催を考えてい

ます。シンポジウムや説明会等を通じて、さら

に理解を促進していきたいと考えています。 
 次に、太平洋新国土軸構想推進事業費におけ

る国への働きかけの結果や研究活動の内容につ

いてお答えします。 
 太平洋新国土軸構想を形成する豊予海峡ルー

トの実現につながる技術開発や研究調査を積極

的に推進するよう、豊予海峡ルート推進協議会

の代表理事である大分県と愛媛県が連携して、

毎年国等に提言を行っていて、昨年は９月に実

施したところです。また、年に１回程度ですが

関係県、経済団体が集まって他の海峡プロジェ

クトの進捗状況の共有、各地域のブロック計画

への反映に係る調整など、豊予海峡ルート構想

の推進に向けた意見交換等を行っています。 
田原地域交通・物流対策室長 さきほど質疑を

いただいた、貨物事業者運送業環境整備緊急支

援事業費の成果について説明します。 

 さきほど若林部長が申し上げたとおり、対象

事業者の９８％にこの制度を申請していただき、

その方々から交渉していただいて、その交渉記

録等を提出していただいています。その結果で

すが、標準的運賃の実施については約半数の５

６％の事業者が一定程度の価格アップに応じて

いただくことができたとのことです。また、３

３％の事業者は、引き続きこの申出に対して交

渉を続けているとの回答であり、全く交渉がう

まくいかなかったのが、約１０％にとどまって

います。 

 また、燃料のサーチャージについても４４％

の事業者が一定程度の上乗せをいただくことが

できたとの結果となっており、約４７％の事業

者が交渉を続けています。こちらについても約

２割を除く、約８割が大体の成果をいただいて

いるということで、一定程度成果があったと考

えています。この事業自体は今年度はやってい

ませんが、セミナーを通じて荷主に対して価格

転嫁の交渉等をどのようにしていくかについて

実施し、このような制度の周知徹底に努めてい

きたいと考えています。 

堤委員 ホーバークラフトの関係だけれども、

そうやっていろいろと研究しながら、実際に事

故の原因を探求して改善させていくことでやっ

てきている。それは大事なことだけど、結局県

民から考えると大丈夫なのかと。その発表が、

新聞やマスコミの中では原因まで突っ込んだも

のが、なかなかないのが実態です。やはり県民

とすれば、あんな大きな船をどうやって安全に

運航させるのかとの気持ちがあるわけです。そ

ういう点では情報を具体的に、このように改善

したと運航事業者がもっと発信しなければいけ

ないから、そういう点は是非強く要望をしても

らいたい。あと秋頃、秋頃というんだけど、運

航開始がいつ頃になるか分かれば教えてくださ

い。 

 それと東九州新幹線だけど、期成会やシンポ

ジウムの中で、並行在来線の問題がどのように

具体的に負の問題として議論されているのか。

どんな問題があるのか絞って聞かせてください。 

 それと貨物自動車の関係では、これはつまり

この補助金が終了したで終わったら駄目なんだ。

まずはセミナーだけ、それでもちょっと弱いと
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思うけど、具体的にこれを継続させて賃上げし

ていくようにしていかないと、やはり人が集ま

らないし、他県に流れるわけだからね。大分県

の最低賃金は福岡県より低いわけだから、そう

いう点では運賃のアップが賃金のアップになっ

て、他県以上にしていく具体的な取組をしない

と、この事業はせっかくいいことをやったのに、

それで終わってしまうことにならないように、

是非これはよろしく。それではさっきの分だけ

答弁をよろしく。 

幸野交通政策企画課長 ホーバークラフトの安

全に対する不安の払しょくと、秋の就航につい

てお答えします。 

 委員おっしゃるように、まずは県民の皆さん

に安心して乗っていただくことが大事だと考え

ています。そのため、県としても安全運航に関

しては運航事業者と原因追及し、その再発防止

に関しては、これからも要請していきたいと考

えており、その情報発信を県民に向けてしっか

り行うようにと、これから県として運航事業者

に要請していきたいと考えています。 

 就航のタイミングについては現在、国に定期

航路の許可申請をしていると伺っています。国

の許可が降りれば、運航事業者から発表される

ものと考えていますが、現在九州運輸局と運航

事業者で協議を進めているので、またその状況

を見て、運航事業者から発表するものと考えて

います。 

 それから並行在来線の件についてお答えしま

す。並行在来線の経営分離などのデメリットに

関して、もっと議論を深めて活発にするべきで

はないかとの御指摘だったと思います。並行在

来線におけるメリットにどのようなものがある

か、これは他の先行する地域にある並行在来線

がどのような問題を抱え、どのように対応を取

っているかをしっかりと調べて、その情報を皆

様にお伝えし、その上で新幹線の議論を進めて

いくことが重要だと思っています。具体的に議

論することが大事だと思いますが、一方で県内

では、まだ並行在来線の経営分離の区間が決ま

っていない状況です。現状では県の中でどこの

位置がと具体的に議論することは、なかなか難

しいかと思っているので、まずそのデメリット

を明らかにするためにも、まずは整備計画路線

への格上げに向けて全力で取り組み、その格上

げ後に定まる整備計画路線の現状を見て、並行

在来線の具体的な議論をしていくべきだと考え

ています。 

田原地域交通・物流対策室長 乗務員の確保に

ついてと、あとは価格の交渉についてです。 

 国が今年の春に関係法案を成立させて、特定

の事業者については荷主が計画を策定して、ど

のような荷役をしていくかを作らなければなら

ないことになっています。また、県としても給

料の補助というわけにはいきませんが、ドライ

バーを採用しやすいように、乗務員確保につい

て対応するようにしており、ドライバーが免許

を取得する場合には、一定程度の補助を行う。

また若いドライバーでも免許が取れることで、

特例講習についての補助も行うようにしていま

す。国の法案が実際にどのように動いているの

かを確認しながら、必要な対応を検討していき

たいと思います。 

堤委員 ちょっと最後のが聞き捨てならなかっ

たからね。結局、整備計画が先じゃないのよ。

どういう具体的な中身や問題点があるか県民に

知らせなければ県民が判断できないじゃない。

その上でどう具体的にするかを考えないと、先

に整備計画がありきなら負の内容なんか県民に

知らせないですよ。そういう考え方は絶対にし

てはいけないと思います。そういう点は強く言

っておきますからね。是非よろしく。 

桝田委員 私から２点ほど質疑します。 
 決算事業別説明書５５ページの若年者移住サ

ポート事業費について、まず移住された皆様で

す。１８市町村ありますが、具体的にどの市町

村に移住されたのか。また、その若年者の出身

地、どこから来たかが非常に大事だと思うんで

すね。それを機にどこをターゲット層にやって

いるかなどを私たちも知りたいので、いろいろ

あると思いますが、もし多ければ上位三つくら

いを教えていただきたいのが一つです。 
 もう一つが、決算事業別説明書６８ページの

東九州新幹線推進事業費、堤委員からも質疑が
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ありましたけど、私はちょっと違う観点です。

さきほどＰＲ動画やシンポジウムで、シンポジ

ウムは６回ほどやったとのことでした。その中

でどういった意見――たくさん意見は出たと思

うんですけど、このような意見が出たと具体的

なものを教えていただきたい。また、それに対

して今後県がどういう展開をしていくのかを少

し聞かせていただきたいのと、大体毎回出る課

題ですが、ルートが二つ出ているけれども、県

としてはどういう形でそれを進めていくのかを

お伺いします。 
工藤おおいた創生推進課長長 私からは、若年

者移住サポート事業費についてお答えします。 

 本事業は、キャリアコンサルタントによるキ

ャリア相談や就職先の紹介など、伴走型転職支

援により若年者の移住を促進するもので、昨年

度から実施しています。昨年度のこの事業によ

る支援者は２６名で、このうちこれまでに移住

をした方は２０名、パートナーの方も含めると

２１名となっています。さらに３名については、

現在も支援を継続しており、今後の移住予定者

と考えています。委員から質疑のあった移住し

た若年者の移住先については、大分市が９名、

次いで別府市と杵築市がそれぞれ４名、日出町

が２名、国東市と姫島村がそれぞれ１名となっ

ています。 

 次に、これらの方々の出身地についてです。

大分県が７名となっており、いわゆるＵターン

移住者になります。次いで東京都が３名、新潟

県、大阪府、山口県がそれぞれ２名、北海道、

群馬県、神奈川県、三重県、兵庫県がそれぞれ

１名となっています。地域や産業の担い手とな

る若年者の確保は、大変重要な課題と認識して

おり、今後もきめ細かな伴走型の移住転職支援

により、若年者の移住を促進していきます。 

幸野交通政策企画課長 東九州新幹線の推進に

あたって県民の意見、それから今後の展開等に

ついてお答えします。 
 県民等の理解促進や機運の醸成を図るため、

大分駅構内のストリートビジョンに加え、Ｙｏ

ｕＴｕｂｅで動画を配信しており、そのコメン

ト欄には、経済や観光などで相互交流を図る交

通インフラの整備が重要などの意見がある一方

で、新幹線よりもソニックの高速化の方が現実

的だとする意見もありました。また、１月のシ

ンポジウムではアンケートを実施しており、東

九州新幹線等のプロジェクトにかかる質問にお

いては、約９割が是非進めてほしい、慎重に進

めてほしいとの回答でした。一方で、費用や在

来線を懸念して、進めるべきではないとの意見

もありました。また、自由記載欄には機運醸成

のため、定期的に説明の機会を設けてほしいと

か、隣県との連携強化が重要とか、メリットや

デメリット両面を議論して丁寧に合意形成を図

ってほしいなどの意見がありました。 
 これらの意見等を踏まえて、今年の１月から

３月には県内６か所で地域別説明会を開催し、

時間短縮などの整備効果だけではなく、並行在

来線の課題についても丁寧に説明を行っていま

す。また、整備効果等を簡潔にまとめたリーフ

レットも活用しながら、各地のイベントや会合

に出向いて、県民や企業の皆様の理解促進を図

るとともに、九州各県や経済団体との連携強化

を進めているところです。さらに今年度は、シ

ンポジウム等の開催に加えて、ノベルティの作

成や県民へのアンケート等を実施し、さらなる

情報発信に努めていきたいと考えています。 
 路線の決定方法ですが、整備計画の格上げ後

に、国が地元やＪＲ九州の意向等も踏まえて総

合的に決定することになります。その手続が迅

速に進むように、今のうちから丁寧に議論を進

め、県民の理解を深めることで機運を盛り上げ

たいと考えています。 
桝田委員 移住定住の部分で、ちょっと九州の

方が少ないと思うので、やはり九州は動きやす

いのかなと、九州をどうやって増やしていくか

が多分非常に大事なのかなと思っています。そ

れについて、今後ともどうやったら九州の方が

移住定住してくるかがポイントだと思うので、

観光もそうですけど福岡県が動けば大分県も動

くという形で、九州は一つだと思うので是非と

もそのターゲット層の部分をどうやっていくか

考えていただきたいと思っています。 
 そして、東九州新幹線もいろいろと今話を聞
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いて、説明会等をやって皆様の意見を取り入れ

ようとする部分があると思うのですけど、やは

りこれが延びれば延びるほど、機運醸成が非常

に難しくなってくると私は思っている中で、国

が決めることもあるとは思いますが、まずは大

分県民の総意として、例えばどちらのルートが

いいのかアンケートを取るとか、そういった形

を考えていただきたいと思っています。大分県

としては、これで行くんだと国に提出していく、

自分たちの意見をきっちり言っていくことが私

は大事だと思っていますが、それについて執行

部の皆さんは今どのように考えているかお聞か

せください。 
幸野交通政策企画課長 東九州新幹線の路線に

ついては、一昨年に大分県内のルートを二つ調

査して、その調査結果を公表しています。その

調査の趣旨としては、委員が今おっしゃったよ

うに県内の機運醸成が何よりも重要で、東九州

新幹線を望む声を一つでも多くいただくために、

その効果を狙って調査を実施したものですが、

その調査そのもので直ちにルートを決めるとの

思いで実施したのではありません。一方でさき

ほど申した全国新幹線整備法の中では、整備計

画路線格上げ後に、国が調査を行ってルートや

駅の位置を決めます。その時には、地元の意見

も一つの判断の材料になると思っています。そ

の段階で初めて議論するのではなく、今のうち

から議論を深めておく、そのときにはしっかり

とした地元の意見を言える状況にしていきたい

というのが今の考えです。 
桝田委員 ありがとうございます。大変分かり

やすい説明でした。本当にそういった部分で、

今の若年者の移住を見ると、多分これは自然増

ではなくて社会増だと思うんですけど、そうい

った部分がこれから大事だと思うんですよね。

こういったインフラが整うことによって、社会

増に結び付く可能性もあるので、是非ともまず

は県民の総意を先に聞いて、先行で進めていた

だけると非常にありがたいと要望して、質疑を

終わります。 
工藤おおいた創生推進課長 移住者の関係で補

足します。若年者移住サポート事業の２０名の

出身地をさきほど説明したんですけど、昨年度

に移住した１，７１４名全体で見たときには福

岡県が４８７名で、率にして２８．５４％と、

やはり福岡県が一番多くなっています。（「あ

りがとうございます」と言う者あり） 
御手洗（朋）委員 主要な施策の成果３６４ペ

ージ、ＭａａＳ推進事業について質疑します。 
 九州ＭａａＳの構築は、大分県の観光にも好

影響を与えると予想されますが、一方でシステ

ム連携に課題があることも指摘されています。

連携する事業者、サービス数が目標値に届いて

いないようですが、その原因をどう分析して解

決していくのか伺います。 
 また、熊本県内の路線バスでは全国交通系Ｉ

Ｃカードの使用を終え、代替手段としてクレジ

ットカードによる新たなタッチ決済を来年３月

初旬に導入するとの報道もありました。クレジ

ットカード決済は、海外では主要な手法でイン

バウンドにも効果があると思いますが、これも

また機器の入れ替え等で多大な費用が掛かるの

ではないかと思っています。大分県としてもど

ういう方向性を持っているのか、あわせて伺い

ます。 
田原地域交通・物流対策室長 ＭａａＳと公共

交通機関のクレジットカード決済の導入に関す

る県の方向性についての御質疑です。 

 まずＭａａＳについてですが、昨年度まで大

分空港を起点としたＭａａＳ検討部会の取組に

より、大分県内で連携する事業者がサービス数

の拡大を令和３年度以降進めていました。しか

しながら、九州全体を対象とする九州ＭａａＳ

が今年度からスタートすると昨年５月に発表さ

れました。これに伴い、九州ＭａａＳへの参加

に向けた各種調整、検討などを行う必要があっ

たとともに、その九州ＭａａＳへの移行を前に、

県独自の取組である大分空港を起点としたＭａ

ａＳの拡充に向けた取組を積極的に行うことが

できなかったのが、昨年度に数が伸びなかった

原因です。今年度から、九州ＭａａＳと連携し

て事業を推進する大分県ＭａａＳ実行委員会が

今年４月に設立され、各種デジタルチケットの

発行や大分バスとＪＲ九州との包括連携協定に
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より、ダイヤの改正、接続を行うなど公共交通

の利便性向上に向けた取組を始めているところ

です。引き続き、これらの組織、さらには市町

村とも連携して参画事業者の増加に取り組み、

その参画事業者を交えて、県民や観光客の移動

の利便性を図る取組を進めていきたいと考えて

います。 

 続いて、クレジットカードなどを含むキャッ

シュレス決済については、以前からＪＲ九州に

対して毎年要望しており、先月にはＱＲコード

で乗車できるサービスが県内を含む北九州地方

で始まったところです。路線バスについても事

業者や市と今後どのように対応するかちょうど

意見交換を行っているところであり、インバウ

ンドのニーズなどを踏まえながら、有効な決済

方法、またその場合での県や市の支援の在り方

について検討していきたいと思っています。 

御手洗（朋）委員 よく分かりました。夏に会

派の視察で、九重“夢”大吊橋に行ってきたん

ですけど、そこもインバウンド、海外の方が多

いんですが、行くまでに公共交通機関を利用し

ようとしたら、結局ＪＲの後にコミュニティバ

スに乗らなければいけない。コミュニティバス

は結構な本数があるんですが、聞くところによ

ると外国人がよく利用する検索サイトにそれが

出てこないので、どうやってアクセスするのか、

どの交通手段を使えばいいのかと。最終的には

ＭａａＳもそういったコミュニティバスまで入

れていかないと、本当の意味では経済効果がな

いと思います。そこら辺については何か見解が

あればお願いします。 
田原地域交通・物流対策室長 ９月末に、九州

ＭａａＳの実行委員会があり、その場でも特に

過疎部というか地方部においては、やはり市町

村の参加がないと公共交通を取り込むことがで

きないとの議論になり、これから積極的に市町

村に働きかけていこうとなっています。ですか

ら、今後は九州ＭａａＳにおいても市町村に入

っていただく。葉の交通と九州ＭａａＳでは呼

んでいるんですけど、枝葉の交通をどのように

して充実させていくかを今後行っていく事にな

っています。（「はい」と言う者あり） 

中野委員 主要な施策の成果２７４ページの日

田彦山線ＢＲＴ地域振興支援事業について質疑

します。 
 決算額３，７７６万３千円の内訳は、ハード

の５事業に２，６４５万５千円、ソフトの１１

事業に１，１３０万８千円を支出したとありま

す。それぞれの事業内容の詳細を伺います。 
 また、翌年度に２，６１６万４千円を繰り越

しています。この点については、第１回定例会

の予算特別委員会で確認しましたが、決算審査

の観点から、その内容を改めて伺います。 
工藤おおいた創生推進課長 それでは、私から

２点お答えします。 

 まず、１点目の決算額の事業内容についてで

す。ハード事業については、今山駅の公園整備、

それからＢＲＴ利用者のための今山公民館のト

イレ整備、今山駅アクセス改善のための市道高

瀬線拡幅改良工事など５事業を支援しました。

ソフト事業については、博多駅や小倉駅でのＢ

ＲＴ開業ＰＲイベント、ひこぼしナイトガーデ

ン夜明けふるさと祭、大鶴ふるさとまつりとい

ったＢＲＴ利用促進のための地域イベントのほ

か、まちづくりを担う人材を育成するための年

４回の講座開催など１１事業を支援しています。 

 次に今年度繰り越した内容ですが、市道渡場

川崎線拡幅改良工事において、近隣事業者との

協議に不測の日数を要したことから、年度内の

完了が困難となり、測量設計費以外を繰り越し

たものです。なお、工事は先々月の８月に完了

しています。 

中野委員 本事業の当初予算額は１億３６１万

７千円であり、本年第１回定例会の補正予算第

４号にて３，８７１万４千円を減額補正して最

終予算額がこの資料に記載のあるとおり６，４

９０万３千円となっています。また、そのうち

ソフト事業については、当初予算では３，１９

３万円を計上して、これをおそらく補正で予算

額を減額したと思いますけど、決算額が１，１

３０万８千円にとどまっています。 

 主要な施策の成果によると、ソフト事業の取

扱件数を成果指標とし、当初の目標値６件に対

して、今答弁があったとおり実績値１１件、達
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成率１８３．３％ということです。さきほど事

業の中身は確認しましたが、予算の執行率と成

果指標の達成率の関連について、何か答弁でき

るものがあれば、お願いしたいと思います。 

工藤おおいた創生推進課長 この事業は、日田

市を通じた間接補助事業で、結果としてソフト

事業の数に対して、予算執行率が余り芳しくな

いのは、やはり想定よりも小粒な事業が多くな

った結果だと考えています。日田市も応分の負

担があるものですから、日田市が思い切ったこ

とをしないと、なかなか執行額は出ないと思っ

ています。 

中野委員 今日の質疑は予算の執行状況とか、

成果指標とか数字にこだわった質疑となってし

まいましたが、この事業については平成２９年

７月の九州北部豪雨で不通となったＪＲ日田彦

山線が、ＢＲＴで復旧してその維持を図ること、

そして地域が以前よりもよくなったと感じても

らえる取組を目指す大きな意味があったと思っ

ています。県議会としても昨年６月の総務企画

委員会の県内所管事務調査で現地を訪ねて意見

交換を行っているし、また西部振興局も局長を

はじめ一生懸命やっていることは十分承知して

います。今後は地元の日田市、また大肥の郷ま

ちづくり会議、ＪＲ九州と密に連携を図って、

沿線地域が一体となったにぎわいが創出される

よう大きな期待を寄せているので、今後ともよ

ろしくお願いします。 

木田委員 主要な施策の成果３６４ページの国

際航空路線誘致・拡充促進事業です。 
 ４年ぶりの大分－ソウル線の就航、台湾チャ

ーター便の運航が実現できたと記載があります

が、この事業費４，７９４万１千円のうち、大

分－ソウル線の再就航、そして台湾チャーター

便の運航、それぞれにどの程度の予算が投じら

れたのかお示しいただきたいと思います。また、

他の路線誘致についても取り組んだのであれば、

どのような取組をしたのかお示しください。 
幸野交通政策企画課長 国際航空路線の誘致に

関する質疑にお答えします。 
 本事業費４，７９４万１千円は、大分－ソウ

ル線、また台湾チャーター便の誘致のために大

分空港利用促進期成会に県負担金として支払っ

たものです。路線の誘致に関しては、大分空港

利用促進期成会が実施することとしており、大

分航空ターミナルや各市町村等の負担金と合わ

せて、各航空会社への支援を実施しているとこ

ろです。その支援内容については、空港への着

陸料や施設の使用料等の運航経費や航空会社が

行う情報発信への支援など様々です。一方、イ

ンバウンドの好調を受け、各地方空港は競争を

激化している状況でもあり、他空港との競争の

兼ね合いもあって、これまで個別の路線に対す

る支援の金額は公表していません。これは各地

方空港においても同様の考え方で、公表されて

いないものと理解しています。 
 もう一つ、他の路線の誘致については中国や

香港など、その他アジア地域の航空会社の日本

支社などを訪問しています。各社の状況を聞き

取るとともに本県のＰＲを実施し、関係の構築

を図っているところです。 
木田委員 私、前々から韓国だけでなく２か国

目にどう取り組むのかをこれまで何度も申して

きました。佐賀空港もいつの間にか路線が拡充

されています。長崎空港はまだ２か国ですけど、

佐賀空港もかなり路線が拡張されています。取

組に何か佐賀県との差があるのか、その辺を把

握されているのであれば、教えていただきたい

と思います。私も先般、台湾プロモーションに

同行して、知事も台湾との直行便は望んでいる

とお話しされていました。部長も一緒に御覧に

なったと思いますが、台湾の桃園国際空港です

ね、見たらターミナルの拡張工事が行われてい

ました。これはまた、路線の本数を増やすこと

が見通せるわけですね。さきほど中国、香港と

の話がありましたけど、ターゲット国として台

湾も十分可能なのではないかと思うんですね。

台湾に対する取組状況をあわせてお伺いしたい。

佐賀県には飛んでいますからね。そことの違い

に何があるのか、予算が４千万円では足りなか

ったのか、佐賀県はもっと予算を投じているの

かその辺の状況も把握しているのか、教えてい

ただきたいと思います。 
幸野交通政策企画課長 佐賀空港の取組の状況
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です。 
我々も航空路線の誘致をするにあたっては、

他の空港がどういった取組をしているかを把握

するのが第一だと考えていますが、さきほど申

したように、なかなかその取組の内容を外に出

さないところがあり、我々も佐賀空港がどうい

った支援をして、どういった働きかけで誘致を

進めているのか正直把握していません。しかし

ながら、本県において国際路線の誘致は地方創

成の面から考えても重要な課題だと考えており、

本県の外国人宿泊者数が台湾は第３位でもあり

ます。台湾線の誘致には、佐藤知事や尾野副知

事が現地の航空会社を訪問し、トップセールス

を行ったほか、大分空港の受入体制、グランド

ハンドリング等の全国的な課題の対応について

も、航空会社や旅行会社等との調整に県が入り、

取り組んでいるところです。 
木田委員 台湾はチャンスになっているなと感

じました。今、台湾向けの航空貨物も日本から

も、向こうからもかなり来ていると思います。

ＴＳＭＣとか、日本からの台湾向けの貨物、航

空貨物も増えているんですね。ただ大分県は、

路線がないことでその貨物増にどれだけ貢献し

ているかちょっと分かりませんが、多分少ない

だろうと思います。台北のデパ地下に行くと、

部長にも見ていただきましたが、乾しいたけが

３種類並んでいます。これは全部隣の県の乾し

いたけですね。価格も日本の３倍くらいの値段

で、デパ地下で売られています。やはり大分県

は乾しいたけ生産量、生産技術はナンバーワン

ですよ。販売技術ももっと充実させなければい

けませんが、やはりそれには直行便がないと。

空輸で全部行っているから、なかなか難しいだ

ろうと思うので、人の交流、そして物流も十分

貢献するわけなので、その両面をしっかりと台

湾と交渉してもらいたいと思います。台湾の航

空路線は多分キーエージェントがかなり大きな

比重を占めていると聞いていますが、誘致費が

初年度だけで済むのか、毎年ある程度の誘致費

を支払わなければいけないのか、その辺を御存

じであればお願いします。 
幸野交通政策企画課長 貨物の面から見ても、

やはり直行便が海外にできることは非常に重要

なことだと思っています。そうした上で各航空

路線への支援の在り方ですが、それは各航空路

線でそれぞれ違います。先方の望む条件、ある

いはこちらからの条件、そのかみ合ったところ

で実施することにしています。それが期間を含

めて、その中で決まっていくことになるので、

それはケースバイケースで考えています。 
吉村委員 三つの事業について伺います。 
 まず、主要な施策の成果１６０ページの関係

人口創出事業についてです。毎年２０名程度、

関わりを持つ方が増えているようですが、この

事業は本年までかと思います。終了した来年以

降、どういった形でこの関係人口、来てくれる

方に関わりを持つのかを１点伺います。 
 次に、同じく主要な施策の成果２７４ページ

の地域活力づくり総合補助金の件です。年度ご

とに件数のばらつきは当然生じていると思いま

すが、特に空き家ビジネス活用支援枠の活用状

況を伺いたいと思います。また、この総合補助

金の活用を促進していくとありますが、どうい

った方法で促進するのか教えてください。 
 最後に、同じく主要な施策の成果３５８ペー

ジの大分スポーツ地域活力創出事業です。スポ

ーツ合宿について、令和４、５年はコロナウイ

ルス感染症の影響もあって目標が未達成ですが、

コロナウイルス感染症の影響以外で、原因をど

う考えているのかという部分と、令和６年現在

の見通しについて伺います。 
工藤おおいた創生推進課長 それでは、私から

２点お答えします。 

 まず、関係人口創出事業です。この事業が本

年度をもって終わった後に、どのように関わり

を持っていくのかについてですが、来年度この

事業をどうするかは未定です。ただ、これまで

３年にわたって事業をしてきましたが、参加し

ていただいた方には、翌年度の事業案内を行う

ことで、参加者との関わりを維持するように努

めてきました。それと事業実施の段階から、市

町村としっかり連携を図ることで、参加者と市

町村との関係が事業実施後も継続するように取

り組んでいます。この結果、例えば令和４年度
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に実施した別府市では、事業終了後も参加者自

らがイベントを開催するなど、関係性が続いて

います。また昨年度実施した臼杵市では、最終

報告案をベースとした事業を臼杵市が予算化し

ました。事業終了後も参加者とのつながりが継

続されています。引き続き、本事業が終了して

も参加者とその市町村との関係性が続くよう取

り組んでいきたいと考えています。 

 続いて、空き家ビジネス活用支援枠について

お答えします。空き家ビジネス活用支援枠は、

空き家を活用した地域の活力づくりを促進する

ため、令和４年度に創設しました。活用状況に

ついては、令和４年度が６件で１，６２４万５

千円、令和５年度が７件で２，０８８万４千円

となっています。なお、今年度は９月末時点で

４件の１，１８３万１千円を採択しています。

続いて活用促進ですが、空き家ビジネス活用支

援枠を含めた地域活力づくり総合補助金の活用

促進全般については、補助金の採択を決定する

振興局が、管内の市町村はもとより商工会、商

工会議所、観光協会、地元企業などに幅広く周

知をしています。さらに、この空き家ビジネス

活用支援枠については、今後空き家の適正管理

に向けた新聞広告を行うこととしており、そこ

にあわせて本制度の周知も行うことで、活用促

進を図っていきたいと考えています。 

佐藤スポーツ振興室長 スポーツ合宿の受入れ

ニーズの令和４年度、令和５年度の実績が目標

未達成であった理由について、新型コロナウイ

ルスの流行以外に何かあるのかとの質疑につい

てです。 
やはりこれは、新型コロナウイルスの流行に

よる行動制限があったことが未達成の大きな理

由と分析されます。こちらについて具体的に説

明すると、まず新型コロナウイルスが流行する

前の令和元年度ですが、実績が６万３，１７２

人と旧長期総合計画で策定した年度目標の６万

人を達成しています。その後、令和２年度は新

型コロナウイルスの流行により、年度目標の６

万６千人に対して２万３，９８０人まで落ち込

み、この影響は令和４年度まで続いています。

令和５年度は新型コロナウイルスによる社会的

活動の制限がなくなって、再び合宿の受入れが

活性化したことから、過去最高となる７万５９

４人まで受入人数が増えています。しかしなが

ら、当初の年度目標である８万４千人には達し

なかった状況です。 
 それともう一つ、今年度の見通しについてで

すが、令和６年度は年度目標が９万人となって

います。今、こちらの９万人の目標達成に向け

て県と市町村が一体となって、大分県のＰＲす

べき温泉やグルメ、ここら辺も一緒に積極的に

ＰＲして、合宿の誘致に努力している状況です。 
吉村委員 ありがとうございました。まず関係

人口に関しては、せっかく来てくれた方がしっ

かり市町村とつながっているとのことで安心し

ました。行って最初は相手にしてくれたけど、

だんだん音沙汰がなくなったとならないよう、

しっかりこれからもお願いできればと思います。 
スポーツ合宿の件に関しては、新型コロナウ

イルスの影響が大きいのは重々理解しました。

その上で、大分県内各市町村が非常にスポーツ

合宿に力を入れているし、何より施設もだいぶ

充実してきたと思っています。あとは、やはり

宿泊施設との兼ね合いが大きいのかなと思うの

で、そこはまた県が間にしっかり入りながら、

上手に配分をしていただけると、もっと一気に

増えるのかなと感じています。是非よろしくお

願いします。 
 最後に地域活力づくり総合補助金の分ですが、

私もここ数年、振興局等を回っていろいろ伺う

中で、振興局の若い職員の皆さんが現場を歩き

ながら一生懸命この補助金の活用を訴えている

現場をよく見ました。その上で、地域創生枠が

一番使いやすいのは当然理解をしていますが、

空き家ビジネス活用支援枠なども含めて、少し

要件の検討、再検討をしてもいいのかなと思い

ます。もうちょっと使いやすい補助金にしたら

どうかと思いますが、もし何かあればお願いし

ます。 
工藤おおいた創生推進課長 この地域活力づく

り総合補助金、実は来年度がちょうど見直しの

時期になっており、委員が御指摘の使い勝手の

面も含めて、トータルで今検討に着手していま
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す。 
吉村委員 せっかくいい補助金だと思うので、

幅広に使えればと思っています。是非よろしく

お願いします。 
大友委員長 ほかに事前通告されていない委員

で質疑はありませんか。 

三浦委員 通告なしでの質疑を認めていただき

恐縮です。 
 主要な施策の成果３６５ページの４番、貨物

自動車運送業燃料高騰緊急対策事業があります。

達成率を見ると１９．４％と著しく低いんです

が、お金の出どころを見ると国から１００％と

なっています。 
ここから質疑です。エコタイヤの購入補助と

のことですが、このエコタイヤは国からの決め

打ちで来たんでしょうか、それともある程度幅

がある中で県が選んだのでしょうか、どちらで

しょうか、お願いします。 
田原地域交通・物流対策室長 これは県の施策

として、県の判断で補助事業を採択したもので

す。 
 その中で、なぜこのような状況になったかの

説明ですが、タイヤは毎年交換するものではな

く２、３年使って交換するので、なかなか交換

と補助事業の時期と合わなかったことと、あと

は県内のトラック業界には中小企業者が多く、

エコタイヤは長距離を走ることでその効果が大

きく発揮されるため、なかなかエコタイヤの補

助金に手が挙がらなかったものと考えています。 
 これを受け県としては、さきほど部長も説明

したトラックの補助に切り替えて、そちらで事

業をするとともに、このエコタイヤの購入につ

いては県からトラック協会に補助をして、トラ

ック協会から補助する形で今のところ制度が残

っています。 
三浦委員 聞いてないことまで全部教えていた

だき、ありがとうございます。 
 要は、このニーズ調査はどげんしよるんかと

私は言いたいんですよ。県の職員にあるまじき

調査能力というか、調査力というか、皆さんは

こういう部分が非常に長けているはずなのに、

こんな状況でこの事業を進めていっている。ニ

ーズ調査を間違えていることが数字ではっきり

言えるわけです。半年間遅れたことにより、こ

のとき非常に厳しい業者はたくさんいたわけで、

ニーズにぴったり合う補助事業をやっておけば

早めにこのお金がその事業者に行ったことにな

ります。 
ここから先は要望です。今後やっぱりこうい

う部分はしっかりとニーズ調査をして、事業を

組み立ててスタートしていただきたいとお願い

申し上げて、私の質疑に代えたいと思います。 
田原地域交通・物流対策室長 御指摘ありがと

うございます。今後については、この反省もい

かしてトラック協会等と意見交換をしながら、

よりよい事業の組立てに努めていきたいと思い

ます。 

大友委員長 ほかに委員で質疑はありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 
大友委員長 事前通告が１名の委員外議員から

出されているので、事前通告のあった委員外議

員の質疑を行います。 

福崎委員外議員 ありがとうございます。質疑

通告は一つでしたが、ちょっと１点、質疑通告

してないんですが、素朴な疑問を投げかけたい

と思います。 
まず一つは、主要な施策の成果１６０ページ

の関係人口創出事業ですが、さきほど吉村哲彦

委員からも質疑があったので関係している部分

もあるかと思いますが、改めてお聞きします。 
 ゆわえばＯＩＴＡ２で行った５回のプログラ

ムの内容を率直に教えていただきたい。 
 それから、関係人口創出事業ゆわえばＯＩＴ

Ａについては、令和４年度から新たな事業とし

て取組をされていて、初年度では関係人口拡大

プロジェクト創出が１６件、令和５年度は２２

件となっています。そのうち継続的に取り組ま

れたプロジェクトは何件あったのか、令和５年

度の新規プロジェクトは何件だったのか教えて

いただきたい。 
 それから、令和４年度の事業成果と今後の方

針では、令和５年度はプログラムの参加対象者

を全国に広げ、引き続き大分県との関係人口を

創出する、地域振興や移住促進へつなげていく
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ことになっていますが、どのような展開が図ら

れたのか。また令和４年度若しくは５年度に参

加された方で、大分県に移住された方は何人い

たのかお尋ねします。 
 もう一つは追加の分ですが、主要な施策の成

果１２９ページ、地域公共交通燃料高騰緊急支

援事業です。 
 燃料費の高騰等で補助を出したとのことです

が、移住された方や大分県以外の方がよく言う

のは、大分県はなぜガソリン代が高いのか。製

油所があるにもかかわらず、輸送コストもかか

っていないのに、なぜこんなに全国上位になる

ようなガソリン代なのかと、皆さんも多分疑問

に思っているのではないかと思います。これは

なぜ高いのか、もし分かれば教えていただきた

い。高いことに対して、県としてどう思ってい

るのか。生活や事業者に大きく関わる部分なの

で、これに対してどのようにしていこうとお考

えなのか、よろしければ部長の答弁を求めたい

と思います。 
工藤おおいた創生推進課長 まず私から、関係

人口創出事業についてお答えします。 
 まず１点目、５回のプログラムの内容ですが、

キックオフミーティング、それからオンライン

で行う２回のミーティング、実際に地域課題解

決の舞台となる市町村を訪れる現地視察、各参

加者が考えた課題解決案を発表する最終報告会、

この５回となっています。 
 続いてプロジェクト創出件数のうち、継続あ

るいは５年度新規ですが、この事業は毎年県内

６市町村を課題解決の場とし、３年で１８市町

村全てを実施することとしています。したがっ

て、毎年新たなプロジェクトが創出されること

になり、令和４年度は別府市をはじめとした６

市町村で１６件、５年度は臼杵市をはじめとし

た６市町村で新たに６件、累計２２件となって

います。 
 それから、令和５年度に全国に向けた展開が

図られたかです。令和４年度は都市圏在住者を

対象に、現地視察以外のプログラムを東京都と

福岡県の２か所でリアルにより実施しています。

これを令和５年度からはオンラインミーティン

グに切り替えることで、全国から参加者を応募

することとしました。これまで移住された参加

者は、令和４年度、５年度ともに２名となって

おり、計４名が移住しています。 
若林企画振興部長 燃料がそもそも高いのでは

ないかという御指摘です。 
 この事業そのものは、記載のとおり燃料高騰

が物流事業者等に影響があることから緊急支援

として行っているものですが、議員の御指摘の

ようなことを聞いたことは私もあります。 
 ただ、県としてということですけれども、大

変恐縮ですが、エネルギーの動向そのものは私

が所管していることではありませんので、その

あたりの評価については差し控えたいと思いま

すが、しっかりとこういった交通関係の状況は

引き続き把握をしていきたいと思います。 
福崎委員外議員 質疑通告したことに対しては

丁寧にありがとうございました。 
 ただ、追加で質疑したことに対しては、聞い

ているということではなくて、多くの方々が言

われていると。これは県民の声だと思いますね。

多分、県外から来られた交通政策局長も大分県

は何でガソリン代が高いのかと、率直に思われ

ていると思うんですよ。それは県民の安くして

ほしい、もっとガソリン代が安くなってほしい

という思いがあるので、それはしっかりと県と

して、所管をするところじゃなくてもそういう

声があることをしっかり受け止めていただいて、

生活者、働く者や皆さんの生活が少しでも楽に

なるように、負担軽減につながるように取り組

んでいただきたいと思うので、常にその意識を

持ってやっていただきたいと思います。よろし

くお願いします。 
大友委員長 ほかに委員外議員で質疑はありま

せんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 
大友委員長 それでは本日の質疑等を踏まえ、

全体を通して委員から、ほかに何か質疑はあり

ませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

大友委員長 別にないので、これで質疑を終了

します。 
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 これをもって企画振興部関係の審査を終わり

ます。執行部はお疲れ様でした。 

 これより内部協議に入るので、委員はお残り

ください。 

 

  〔企画振興部、委員外議員退室〕 

 

大友委員長 これより内部協議に入ります。 

 さきほどの企画振興部の審査における質疑等

を踏まえ、決算審査報告書を取りまとめたいと

思いますが、特に指摘事項や来年度予算へ反映

させるべき意見、要望事項等があればお願いし

ます。 
堤委員 さきほどの貨物自動車運送業者の環境

改善、つまり荷主との価格の問題で２０２４年

問題から制限が出てきましたね。それだけやっ

ぱり５６％の方々が価格交渉で一定のアップと。

これを継続して全体がアップするように基本的

にしていかないと、なかなか人手不足は解消で

きないし、上限時間の削減もできないので、是

非これは今後とも単発の事業じゃなくて、セミ

ナーも含めてやっていると言いますけれども、

具体的な方策をもって人手不足の解消に努めて

いただきたいと思います。 
 もう一つは東九州新幹線について、県民の機

運醸成を図ると枕言葉に使っているけど、その

前提として県民の皆さんに利便性はこうだと、

デメリットはこうだと、きちんと両方から情報

提供することによって、公平に判断することが

できるわけですよね。ですから、そういう点を

県としても機運醸成の前に是非入れていただき

たい。この二つを要望します。 
大友委員長 ほかはよろしいでしょうか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

大友委員長 ただいま、委員からいただいた御

意見、御要望及び本日の審査における質疑を踏

まえ、審査報告書案として取りまとめたいと思

います。 

 詳細については委員長に御一任いただきたい

と思いますが、よろしいでしょうか。 

  〔「異議なし」と言う者あり〕 

大友委員長 それでは、そのようにします。 

 以上で、企画振興部関係の審査報告書の検討

を終わります。 

 ここで、執行部が入室するので、しばらくお

待ちください。 

 
  〔警察本部、委員外議員入室〕 
 
大友委員長 これより警察本部関係の審査に入

りますが、説明は要点を簡潔かつ明瞭にお願い

します。 

 それでは、警察本部長及び関係課長の説明を

求めます。 

種田警察本部長 警察本部長の種田です。令和

５年度における主要な施策の成果及び令和５年

度行政監査・包括外部監査の結果の概要につい

て、御説明します。 

 タブレット画面右下に青い通知が出たら、タ

ッチすると御覧いただく資料のページが表示さ

れます。 

 初めに、令和５年度における主要な施策の成

果についてです。警察本部では、大分県長期総

合計画安心・活力・発展プラン２０１５の施策

のうち、犯罪に強い地域社会の確立及び人に優

しい安全で安心な交通社会の実現を達成するた

め、各種事業を推進しており、本日は主な三つ

の事業について御説明します。 

 タブレット資料の１１番、大分県長期総合計

画の実施状況について、主要な施策の成果（事

務事業評価）の９１ページを御覧ください。 

 ６番に記載の特殊詐欺等水際対策強化事業に

ついて、御説明します。この事業は、特殊詐欺

の被害防止を図るため詐欺の手口に対応した対

策を実施したものであり、令和５年度の決算額

は２，４６２万円です。 

 主な事業内容欄を御覧ください。①の特殊詐

欺被害防止注意喚起事業については、人流の多

い大分駅前交番に、県警の新たな情報発信拠点

としての大型ビジョンの設置や多様化する特殊

詐欺の手口について、高齢者等に分かりやすく

周知するための動画を作成し、テレビＣＭ、Ｗ

ｅｂ広告等での広報啓発を実施したものです。

②の水際対策強化事業については、コールセン
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ターの電話オペレーターが被害に遭う可能性の

高い高齢者宅等へ電話で直接、注意喚起等を実

施したほか、多発する還付金詐欺等のＡＴＭを

利用した振込による特殊詐欺被害の水際阻止及

び広報啓発等を図るためＡＴＭ警戒を実施した

ものです。 

 その右の主な活動指標と達成率欄を御覧くだ

さい。活動指標のコールセンター注意喚起完了

件数は、目標を達成しています。しかしながら、

その右上記載の成果指標については、特殊詐欺

被害件数の目標値９７件以下に対し、実績値は

２０６件で目標を達成することができず、達成

率による事業の評価はＤとなっています。これ

は、予兆電話等の大幅な増加や犯罪手口の巧妙

化等により、幅広い世代で被害が増加したもの

です。 

 本年度は引き続き、テレビＣＭやＷｅｂ広告

等を利用した被害防止のための注意喚起や広報

啓発等の水際対策に重点的に取り組むとともに、

特殊詐欺等の犯罪に若者を加担させないための

対策を推進します。 

 続いて、９６ページを御覧ください。 

２番に記載の交通事故防止総合対策事業につ

いて、御説明します。この事業は、交通事故総

量を抑止するため世代に応じた交通安全教育等

を実施したものであり、令和５年度の決算額は

４，４４５万４千円です。 

 主な事業内容欄を御覧ください。②の交通安

全教育の充実については、交通安全教育車等を

活用した参加・体験型の交通安全教育を実施し

たものです。③の高齢者の交通事故防止対策に

ついては、高齢運転者を対象に運転能力診断シ

ステムを活用した安全運転講習を実施したほか、

道路交通法の一部改正により新設された運転技

能検査の概要等を郵便で周知したものです。④

の動画とスケアード・ストレイトを活用した歩

行者・自転車等の交通事故防止対策については、

県内の高校生から交通安全に関する動画を募集

し、入賞作品をテレビＣＭ等で放映し、交通安

全意識の向上を図ったほか、自転車事故の状況

等をスタントマンが実演するスケアード・スト

レイトによる交通安全教育を行ったものです。 

 その右の主な活動指標と達成率欄を御覧くだ

さい。活動指標の運転能力診断システムによる

講習参加人数及び歩行シミュレータによる講習

参加人数は、いずれも目標を達成しています。

これらの活動の結果、成果指標欄に記載のとお

り交通事故死傷者数の目標値３，８００人以下

に対して実績値は２，７９９人であり、達成率

による事業の評価はＡとなっています。 

  続いて９８ページを御覧ください。 

 ８番に記載の思いやりの横断歩道整備事業に

ついて、御説明します。この事業は、歩行者に

安全かつ快適な交通環境を提供するために実施

したものであり、令和５年度の決算額は７，５

４９万５千円です。 

 主な事業内容欄を御覧ください。①の摩耗し

た横断歩道の更新については、信号機のない場

所を中心に、摩耗の進んだ横断歩道の更新を実

施したものです。②については、信号機のない

横断歩道の歩行者を照らす人感ライトのＬＥＤ

化を行ったものです。 

 主な活動指標と達成率欄を御覧ください。活

動指標の横断歩道更新数及び人感ライト更新数

は、いずれも目標を達成しています。これらの

活動の結果、成果指標欄に記載のとおり、横断

歩道上の歩行者事故件数の目標値１２８件以下

に対する実績値は１０８件であり、達成率によ

る事業の評価はＡとなっています。 

 以上で、令和５年度における主要な施策の成

果の説明を終わります。引き続き、令和５年度

行政監査・包括外部監査の結果の概要について、 

御説明します。 

 タブレット資料の１６番、令和５年度行政監

査・包括外部監査の結果の概要の３ページをお

開きください。 

 項目２の監査テーマ及び目的を御覧ください。

令和５年度の行政監査テーマの提案競技の実施

状況について、警察本部では３課３事業が監査

対象となっています。 

 資料の４ページから８ページを御覧ください。 

 監査結果の内訳としては、生活安全企画課及

び交通企画課それぞれに改善事項各１件の計２

件となっています。改善事項の内容について御
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説明します。 

 ７ページの上段を御覧ください。 

 ２件とも提案競技における公平性及び透明性

を確保するため、所属が求める趣旨に沿った優

れた提案につなげるため、審査基準及び配点を

事前に公表することとの内容です。これについ

ては、審査基準自体の公表の必要性を認識して

いなかったもので、既に審査基準等を事前に公

表する措置を講じています。なお、包括外部監

査については、警察本部の対象事業はありませ

んでした。 

安藤会計課長 警察本部所管に係る令和５年度

一般会計決算の主な事項について御説明します。 

 タブレット資料の９番、決算附属調書の１８

ページを御覧ください。 

 歳入決算の予算額に対する増減額です。主な

ものとしては、一番左の科目欄の一番上に記載

の警察費国庫補助金が４，５２９万４千円の減

額となっています。これは、増減理由の欄に記

載の施設整備費補助金が繰越しにより減収とな

ったものなどです。 

次に、３４ページを御覧ください。 

 不用額です。主なものとしては、一番左の科

目欄、下から六つ目の警察本部費の不用額が１

億３，８６４万７，２２０円となっています。

これは、給料等が見込みを下回ったことや経費

の節減によるものです。 

 ４０ページを御覧ください。 

 収入未済額です。一番左の科目欄、中ほどの

諸収入のうち延滞金の警察本部会計課分５，５

００円及びその二つ下の過料等２１５万６千円

については、放置違反金に係る収入未済額です。 

 科目欄の一番下、雑入のうち警察本部会計課

分については、４１ページを御覧ください。 

 上から六つ目の警察本部会計課分２２万９，

４４８円については、白バイに対する追突事故

の当事者が修理代を分割して支払うことになっ

ており、その未払分です。 

 決算附属調書の説明は以上です。続いて、事

業別の決算状況について、御説明します。 

 タブレット資料の１０番、一般会計及び特別

会計決算事業別説明書の３７９ページ、令和５

年度歳出決算総括表を御覧ください。 

 第９款警察費は、予算現額２６６億１，８４

５万６，５８８円、支出済額２６１億７，２１

８万１，４２１円、翌年度繰越額１億７，３９

８万７千円、不用額２億７，２２８万８，１６

７円です。 

 ３８１ページを御覧ください。 

 主要な施策の成果で御説明したものを除き、

目別に決算額と主な内訳を御説明します。第９

款警察費のうち、第１項警察管理費の第１目公

安委員会費の決算額は７７５万６，９２９円で

す。内訳は、公安委員３人の報酬及び公安委員

会の運営に要した経費です。 

 次に、同じページ下段の第２目警察本部費の

決算額は２１９億６，４２２万１，３６８円で

す。主な内訳は、警察官及び一般職員の計２，

３９０人分の給与費が２０３億８，３８５万６，

００２円です。その下、警察運営費が１５億７，

５９３万６，９２４円で、主なものは内訳の三

つ下の警察運営諸費１２億３，９１３万２，３

３６円です。これは赴任旅費や健康管理経費、

庁舎の維持管理経費や警察官等に貸与する被服

の調製、電子計算組織の運用等に要した経費で

す。 

 ３８２ページを御覧ください。 

 第３目装備費の決算額は３億７，７７５万１，

１１２円です。主な内訳は、ヘリコプター資機

材等整備事業費が１億１，７１５万１，０３７

円で、これはヘリコプターの特別点検整備等に

要した経費です。その下、車両等燃料費が１億

８，１４３万３，５６２円で、これは警察車両、

ヘリコプター及び船艇の燃料購入費です。 

 次に、同じページ下段の第４目警察施設費の

決算額は１２億２，２９４万９，１７６円です。

主な内訳は、一番上の警察施設改修費が１億２，

１７６万５，９１０円で、これは警察署、交番、

駐在所、職員住宅等の改修等に要した経費です。

その下、交通安全施設整備費が６億５，２３７

万８，４５３円で、これは交通管制機能の充実

や信号機の新設・更新等に要した経費です。 

 ３８３ページを御覧ください。 

 第５目運転免許費の決算額は５億５，７５５
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万５，６３５円です。主な内訳は、上から二つ

目の新運転者管理システム整備事業費が１億１，

１０７万７，６４５円で、これは警察庁共通基

盤システムへの運転者管理システムの集約・移

行に要した経費です。その下、自動車運転免許

事務費が４億３，７６７万５，４０５円で、こ

れは運転免許証更新時等の講習及び運転免許試

験の実施並びに運転免許証発行のための機器の

維持管理等に要した経費です。 

 次に、同じページ下段の第６目恩給及退職年

金費の決算額は１，４８４万９，９６６円で、

これは昭和３７年１１月以前に退職した警察職

員及びその遺族に支給した警察恩給費です。   

 ３８４ページを御覧ください。 

 第２項警察活動費の第１目警察活動費の決算

額は２０億２，７０９万７，２３５円です。主

な内訳は、上から五つ目の１１０番通信指令シ

ステム管理事業費が２億７５８万２，６７２円

で、これは災害対応能力や初動警察活動を強化

するための１１０番通信指令システム及び総合

指揮室映像表示システムの維持管理に要した経

費です。その下、災害対応能力強化事業費が５

億２，１０５万９，５１７円で、これはヘリコ

プターテレビ伝送システムの更新整備及び操縦

士の計器飛行証明取得に要した経費です。その

下、一般警察活動費が２億７，４２５万８，１

５３円で、主なものは内訳の上から三つ目のそ

の他活動費２億５，３４４万１，３８０円です。

これは警察電話専用料等の通信運搬費、一般警

察活動旅費、職員への教養、広報等一般警察活

動に要した経費です。 

 ３８５ページを御覧ください。 

一番上、刑事警察費が３億９，６０４万６，

９９２円で、主なものは内訳の一番下の犯罪捜

査等諸費２億３，２１２万１３７円です。これ

は刑事事件捜査費、捜査用資器材の整備、捜査

資料の作成等、刑事・生活安全警察活動に要し

た経費です。その三つ下、交通指導取締費が２

億８，９０３万９２７円で、主なものは内訳の

一番下の交通指導取締諸費２億４，９２６万４

３５円です。これは交通事件捜査費、取締用資

器材の整備等に要した経費です。 

大友委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。 

執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し私から指名を受けた後、自席で起立の上マイ

クを使用し簡潔かつ明瞭に答弁願います。 

 事前通告が１名の委員から出されているので、

まず事前通告のあった委員の質疑から始めます。 

堤委員 まず１点目、今回の決算の中で捜査活

用のビデオカメラや通信傍受機器などの購入費、

リース料、所有台数はどれぐらいあるのか。 

 ２点目は昨年も確認しましたが、商業衛星か

ら地上撮影した画像の活用について、自然災害

等について活用していると昨年は答弁していま

すが、今回、その対応の画像購入は行われたの

か。あれば件数と金額はどうか。 

伊藤警務部長 令和５年度決算における捜査活

動用ビデオカメラの購入等の費用及び所有台数

についてですが、購入はありません。借上料に

ついては２８１万５，５６０円となります。台

数は、令和６年３月末時点で６７台を所有して

います。 

 また、委員お尋ねの通信傍受機器については、

通信傍受法で特定電子計算機と定められており、

この機器については令和５年度決算において、

県警察として購入費やリース料は生じておらず、

また県警察において、そうした機器の所有もあ

りません。 

亀岡警備企画課長 衛星画像の災害対応におけ

る活用について説明します。 

 民間の商業衛星を撮影した画像については、

警察庁に申請を行い、提供を受けた画像を活用

するため、県警察での購入実績はありません。 

 災害関係での活用については、記録等が残る

令和５年１月１日以降、画像提供を受けていま

せん。 

堤委員 ビデオカメラ等について、仮に事件が

終わった場合、消去をどういう形でするのか。

事件が終わった後でも警察庁が指紋等を残して

いた件が今裁判でいろいろ問題になっている。

ビデオカメラを県警が使った後、当然ディスク

等に残ると思います。その消去はどういう形で

するのかを最後に聞きます。 
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幸野刑事部長 通常、こういった画像は犯罪の

証拠になるので、証拠管理規程において厳格に

管理をします。事件で検察庁に送致する場合は、

そのデータを保存した記憶媒体そのものを送致

します。 

 また、必要なくなったものについては、管理

台帳において確実に消去し、それを刑事課長等

の管理者が確認しています。（「ありがとうご

ざいました」と言う者あり） 

大友委員長 それでは、事前通告されていない

委員で質疑はありませんか。 

阿部委員 事前通告していませんが、質疑させ

てください。 
 主要な施策の成果の９８ページ、７番の交通

安全施設整備費の③道路標示の整備で、横断歩

道１１．１７キロメートル、実線が２６．５７

メートル、決算額は９，２９７万４千円とあり

ますが、これはどういった計画に基づいて、ど

こにどう整備したのか。また、これで十分なの

か、十分じゃないのか。ここら辺をちょっと教

えていただけますか。 
後藤交通部長 特に横断歩道は、下に記載して

いる思いやりの横断歩道整備事業で実施してい

ます。交通安全施設整備費の中において道路標

示整備となるのは、それとは別に予算を執行し

ている横断歩道やはみ出し通行禁止の黄色の実

線、エスコートゾーンとか、横断歩道の手前に

あるダイヤマーク等の摩耗があり、更新申請が

あったものの更新です。 
阿部委員 十分であったかどうかは、回答はあ

りませんでしたが、なぜこういう質疑をするか

というと、昨年１０月ぐらいに地元の杵築市で、

信号機のない右折レーンのある交差点の白線が

薄く消えているので、白線を引いてもらいたい

という要望が上がりました。私は交通安全協会

の役員もしているので、これは土木建築部の管

轄であると思って土木建築部にお願いしたら、

年度内の今年２月ぐらいに整備をしていただき

ました。そしたら黄色の中央線は薄いままなん

ですね。中央線はなぜ引かないのと言ったら、

これは警察の管轄なんですと言われました。 
 そこで慌てて杵築日出警察署にお願いして現

地を見ていただいたら、これは薄いから本部に

要望しますという回答でした。しかし、年度を

またいでいますが、いまだにやる予定がない。 
 今年も杵築日出警察署の交通課長が来ていろ

いろな説明をいただきました。本部に要請して

いますが、順番でいつになるか分かりませんと

いう回答でした。これはいつになったらできる

んでしょうか。 
 線が見えなくて危ないから線を引いてもらい

たいという地元要望に、土木建築部は対応して

交差点の路側帯から通行帯路線はきれいな線が

できたんですね。黄色の中央線だけが薄いまま

ですが、ここは事故が割とあるらしいです。何

回か杵築日出警察署にお願いしていますが、な

かなかできません。 
 今、これで十分なのかを聞いたのは、順番待

ちとはどういうことか、どのくらい待っている

のかを聞きたかったんです。回答できたらお願

いします。 
後藤交通部長 大変申し訳ありませんが、その

場所について申請がいつ上がってきて、今どう

いう状況か、この場で私がちょっと把握をして

いません。一般的に言えば年度初めとか、ある

程度の事業量がまとまった段階で発注・施工を

行います。 
 要望を受けた時期によっては完成まで年度を

またぐこともあり得るとは思いますが、委員が

おっしゃるとおり、今後速やかな事業の執行に

努めていきたいと考えています。 
阿部委員 杵築日出警察署は分かっていますか

ら、一度調査していただいて、できれば年度を

２回またがないようにお願いします。 
太田委員 主要な施策の成果９６ページの交通

事故防止総合対策事業で、令和４年、令和５年

とそれぞれ死傷者数は減少していますが、死者

数は令和６年までどういう状況なのか分かれば

教えてください。 
後藤交通部長 ただいまの委員の御質疑にお答

えします。死者数についてでよいでしょうか。

（「はい」と言う者あり）令和５年に亡くなっ

た方が３２名、令和４年も３２名です。令和３

年は３６名となっています。（「令和６年も分
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かる範囲で」と言う者あり）令和６年は昨日現

在で亡くなった方が１９名となっています。 
大友委員長 ほかに委員で質疑はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕 

大友委員長 それでは本日の質疑等を踏まえ、

全体を通して委員から、ほかに何か質疑はあり

ませんか。 

〔「なし」と言う者あり〕 

大友委員長 ほかにないので、これで質疑を終

了します。 

 これをもって警察本部関係の審査を終わりま

す。執行部はお疲れ様でした。 

 これより内部協議に入るので、委員はお残り

ください。 

 

  〔警察本部、委員外議員退室〕 

 

大友委員長 これより内部協議に入ります。 

 さきほどの警察本部の審査における質疑等を

踏まえ、決算審査報告書を取りまとめたいと思

いますが、特に指摘事項や来年度予算へ反映さ

せるべき意見や要望事項等があればお願いしま

す。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

大友委員長 特にないので、審査報告書案の取

りまとめについては、本日の審査における質疑

を踏まえ、委員長に御一任いただきたいと思い

ますが、よろしいでしょうか。 

  〔「異議なし」と言う者あり〕 

大友委員長 それでは、そのようにします。 

 以上で警察本部関係の審査報告書の検討を終

わります。 

これをもって本日の審査日程は終わりました

が、この際ほかに何かありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

大友委員長 それでは、次回の委員会は７日、

月曜日の午前１０時から開きます。 

 以上をもって、本日の委員会を終わります。 

 お疲れ様でした。 

 

 

 

 

 

 


